
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2025年２月27日

【事業年度】 第17期（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

【会社名】 クックビズ株式会社

【英訳名】 Cookbiz Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　藪ノ　賢次

【本店の所在の場所】 大阪市北区芝田二丁目７番18号　LUCID SQUARE UMEDA ８階

【電話番号】 06-7777-2133

【事務連絡者氏名】 執行役員　コーポレート本部　エグゼクティブマネージャー　餌取　達彦

【最寄りの連絡場所】 大阪市北区芝田二丁目７番18号　LUCID SQUARE UMEDA ８階

【電話番号】 06-7777-2133

【事務連絡者氏名】 執行役員　コーポレート本部　エグゼクティブマネージャー　餌取　達彦

【縦覧に供する場所】 クックビズ株式会社　東京オフィス

（東京都中央区八丁堀二丁目26番９号　八丁堀グランデビルディング５階）

クックビズ株式会社　名古屋オフィス

（名古屋市中村区椿町15番10号　名駅三交ビル８階）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

  1/108



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 2020年11月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月

売上高 （千円） － － － 2,665,054 3,276,685

経常利益 （千円） － － － 287,714 83,177

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） － － － 267,372 2,778

包括利益 （千円） － － － 267,372 2,778

純資産額 （千円） － － 1,204,503 1,526,902 1,493,269

総資産額 （千円） － － 2,807,197 3,441,539 3,757,554

１株当たり純資産額 （円） － － 434.01 534.30 519.06

１株当たり当期純利益 （円） － － － 96.84 1.00

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － － － 96.21 0.99

自己資本比率 （％） － － 42.3 43.2 38.5

自己資本利益率 （％） － － － 20.0 0.2

株価収益率 （倍） － － － 9.78 967.61

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） － － － 28,232 254,951

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） － － － △525,690 △467,419

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） － － － 281,909 318,029

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － － － 2,059,171 2,178,174

従業員数
（人）

－ － 105 133 161

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (35) (35) (45)

（注）１．第15期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．第15期連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社であるきゅういち株式会社の決

算日は８月31日であります。第15期連結会計年度においては、当該連結子会社の取得日（設立日）である

2022年10月３日から連結決算日である2022年11月30日までに決算を迎えていないことから、貸借対照表のみ

を連結しているため、連結貸借対照表項目及び従業員数のみを記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 2020年11月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月

売上高 （千円） 1,445,342 1,035,549 1,502,079 1,907,200 1,960,148

経常利益又は経常損失（△） （千円） △558,081 △342,762 168,584 233,335 31,618

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △599,593 △422,706 161,893 237,052 △138,178

資本金 （千円） 481,248 684,853 744,143 760,463 762,273

発行済株式総数 （株） 2,249,691 2,632,691 2,742,691 2,790,691 2,795,041

純資産額 （千円） 774,288 759,525 1,056,343 1,348,423 1,220,390

総資産額 （千円） 1,834,952 2,192,728 2,644,130 3,173,071 3,365,482

１株当たり純資産額 （円） 344.69 288.84 379.86 470.18 421.18

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株当たり

当期純損失（△）
（円） △266.91 △183.02 60.90 85.86 △49.60

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － － 60.41 85.30 －

自己資本比率 （％） 42.2 34.6 39.3 41.2 34.9

自己資本利益率 （％） △56.3 △55.1 18.0 20.2 △11.8

株価収益率 （倍） － － 22.00 11.03 －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △785,932 △219,056 295,662 － －

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △16,055 1,288 △214,404 － －

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 719,376 856,428 143,927 － －

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 1,310,859 1,949,519 2,174,705 － －

従業員数
（人）

119 106 98 126 141

（外、平均臨時雇用者数） (13) (3) (3) (3) (5)

株主総利回り （％） 39.3 36.2 49.2 34.8 35.4

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (105.8) (118.7) (125.5) (154.0) (178.0)

最高株価 （円） 3,650 2,288 1,677 1,480 1,791

最低株価 （円） 770 901 671 868 855

　（注）１．第13期、第14期及び第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．第13期、第14期及び第17期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

３．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（グロース市場）におけるものであり、それ

以前は東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第15期の期首から適用してお

り、第15期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

５．第16期より連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、持分法を適用した場合の

投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動による

キャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。
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２【沿革】

2007年12月 飲食業界特化型の人材サービスを事業目的として、クックビズ株式会社を大阪府大阪市西区に

設立（資本金5,000千円）

2008年３月 求人情報サイト「cook+biz」をリリースし、飲食業界に特化した人材紹介事業を開始

2012年５月 本社を大阪府大阪市北区に移転

2012年７月 飲食業界に特化した求人広告サービスを開始

2012年９月 第三者割当増資を実施（資本金22,000千円）

2012年12月 東京オフィスを東京都渋谷区に開設

 食に特化したメディア「クックビズ総研」を公開

2014年４月 名古屋オフィスを愛知県名古屋市中区に開設

2014年９月 第三者割当増資を実施（資本金56,999千円）

2016年12月 飲食業界向け人材定着・育成にかかる研修サービス「クックビズフードカレッジ」を開始

2017年11月 東京証券取引所マザーズに株式を上場（資本金373,349千円）

2017年12月 第三者割当増資を実施（資本金438,968千円）

2019年２月 求人情報サイト「cook+biz」を「cookbiz」に変更

2019年４月 サブスクリプション型ダイレクトリクルーティングサービス「ダイレクトプラス」を開始

2021年８月 第三者割当増資を実施（資本金523,153千円）

2022年３月 採用総合支援サービス「採用総合パッケージ」を開始

2022年４月 東京証券取引所の市場構造の見直しにより市場区分をグロース市場へ変更

2022年８月 コーポレートアイデンティティ及びコーポレートカラー、ロゴマークをリニューアル

2022年10月 株式取得により、きゅういち株式会社を完全子会社化

2022年11月 PROJECT A株式会社（現・ワールドインワーカー株式会社）を完全子会社として設立

2022年12月 第三者割当増資により、株式会社ラクミーへ出資

 フランチャイズ本部事業を開始

2023年３月 インバウンドテクノロジー株式会社よりPROJECT A株式会社（現・ワールドインワーカー株式会

社）が特定技能人材の人材紹介事業を譲受

2023年７月

 

2024年12月

主に飲食事業者向けアルバイト業務管理クラウドのシフト管理・勤怠管理・給与管理SaaSプロ

ダクトであるCAST事業を譲受

新たなミッション・ビジョンを制定
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社２社で構成されております。当社グループは、「HR事業」及び「事業再生・

成長支援」を主たる事業として展開しております。「HR事業」は主に飲食業界に特化した人材サービスを展開し、

「事業再生・成長支援」は水産物の冷凍加工業を展開しております。

 

「HR事業」

（１）HR事業の概要

当社グループは、飲食業界に特化した求人情報サイト「cookbiz」を運営しており、当該サイトを通じて、コンサ

ルタントを介した有料職業紹介を行う「人材紹介サービス」、求人情報を求職者に提供する「求人広告サービス」、

ダイレクトリクルーティングサービスを提供する「スカウトサービス」を中心に展開しております。また、当連結会

計年度より連結開始となる子会社ワールドインワーカー株式会社による特定技能外国人人材紹介・登録支援等の事業

及び研修サービス、CAST事業等を「その他」に分類しております。

当事業の特徴としては飲食業界に特化した事業展開を行っていることにあります。当該事業領域における業務やそ

の特性、人材ニーズ、職種ごとに必要とされる経験やスキル、求職者の求職条件やキャリアプラン等に精通してお

り、求人企業及び求職者双方が求めるきめ細かいニーズをくみ取った事業サービスを構築しております。また、これ

らの社内に蓄積されたノウハウ等の共有及び活用や各種サポートツールを提供すること等により、求人企業と求職者

のマッチング向上及び業務の迅速化を推進しております。

 

①人材紹介サービス

　飲食事業者向けに職業安定法に基づく人材紹介サービスを展開しております。

イ．サービス概要

当サービスは、求人企業に対して、当社サイトにて登録された求職者を当社コンサルタントを介して紹介する

サービスであり、求人企業の人材ニーズと求職者の希望条件をマッチングし、求人企業への就業を実現するもの

であります。

当該サービスにおいては、求職者の就業開始をもって年収に応じた手数料を求人企業から受領する成功報酬形

態を採用しております。

ロ．業務の流れ

求人を希望している企業から求人依頼の詳細ニーズをヒアリングし、当該情報をデータベースとして登録しま

す。

また一方で、飲食分野で就職・転職先を探している求職者を、当社の運営する求人情報サイト等で募集を行

い、当社にご登録頂きます。その上で、飲食業界を専門とする当社コンサルタントが求職者に対して、経験・保

有スキル、今後の志向、希望条件（就業時間・給与・休日など）をヒアリングし、求人企業からの求人依頼内容

と照合し、適性等を考慮して企業の紹介を行います。その後、求職者における求人企業への応募同意に基づき、

求人企業へのエントリーを行い、求人企業の了承が得られれば採用面接が行われます。求人企業が求職者の採用

を内定した場合、求職者の意思確認を行ったうえで入社手続きを行います。求職者が採用された場合、当社は人

材紹介にかかる成功報酬として契約に基づき年収に応じた手数料を求人企業より受領します。

なお、採用が決まらなかった求職者に対しては、求職者の希望に応じて継続した求人企業の紹介を実施してお

ります。また、採用決定から入社までの期間もコンサルタントが定期的にフォローを実施するほか、入社後の求

職者の企業定着を目的として入社後の様子をヒアリングする等、一定期間のアフターフォローを実施しておりま

す。

ハ．求職者の集客とマッチング

当サービスにおける求職者の集客は、当社求人情報サイトである「cookbiz」を主体として行っており、キッ

チン・ホールスタッフを中心として、ソムリエ、パティシエ、ブーランジェ等の飲食業界における多様な職種を

対象として、人材紹介を希望する求職者の登録募集を行っております。

また、当サービスにおいては、求職者と求人企業とのマッチングは重要な要素であり、その精度が当社のサー

ビス品質に影響を及ぼす要因となります。当社においては、継続的なコンサルタント人材のスキル向上を図ると

ともに、コンサルタントのマッチング業務の支援を目的として、求人ニーズのデータベース化を行い、求職者情

報に適した紹介候補案件を自動的に抽出する仕組みを構築するなど、システム化による効率化及びマッチング精

度の向上への取り組みを推進しております。
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②求人広告サービス

当サービスにおいては、飲食事業者向けに求人広告サービスを展開しております。人材採用を希望する求人企業の

求人広告を、当社求人情報サイト「cookbiz」に掲載するサービスであり、飲食業界における正社員採用広告を主体

としております。

また、掲載する求人広告については、業界特性を考慮した業種、職種等の多様な検索機能を提供しているほか、当

社サイトから求職者が直接応募可能な仕組みを提供するなど、求職者の利便性向上を図っております。

当社は、特集記事への掲載やサイト上位への優先表示の有無、また、その掲載期間、掲載職種や掲載エリア数等に

応じた掲載料金を得る仕組みとなっております。

 

③スカウトサービス「ダイレクトオファー」

ダイレクトリクルーティングサービスである「ダイレクトオファー」は、当社サイトの登録求職者に対して、求人

企業が自社にマッチした人材を自ら探し、直接スカウトを行う仕組みを提供しております。当該サービスは、当社が

有する人材データ(登録求職者による入力情報)から、求人企業が興味をもった人材に対して、当社システムを通じて

直接採用を呼びかけることが可能です。

当該サービスは、利用開始時には管理画面の設定や求人票作成方法の案内、利用開始後も、スカウトエントリー率

向上のポイントや事例の共有などを専任部署によるサポートを通じて実施することにより、求人企業の採用成功への

アシストを実施しております。求人企業からは利用期間に応じて予め定められた利用料金を得る仕組みとなっており

ます。

 

④採用総合支援サービス「採用総合パッケージ」

採用総合支援サービスである「採用総合パッケージ」は、人材採用にまつわる飲食事業者のお困りごとを、自社の

既存サービスである人材紹介・求人広告・スカウトはもとより、それらのサービス提供で培ったノウハウを活かし、

総合的に支援・解決するワンストップ型サービスとして2022年より提供を開始しました。他社求人媒体の選定やディ

レクション、Web広告運用や分析、採用業務代行など各社の採用戦略や計画に合わせて総合的に提案しております。

 

⑤その他

(a）特定技能外国人人材紹介・登録支援等の事業「ワールドインワーカー」

特定技能人材紹介事業および登録支援事業「ワールドインワーカー」は、特定技能外国人の紹介から紹介後の

ビザ申請、入社後支援までワンストップでサービスを展開しております。

 

(b）研修サービス「クックビズフードカレッジ」

研修サービスである「クックビズフードカレッジ」は、飲食事業者向けの研修サービスであり、飲食店で働く

人々の人材定着、育成支援を主な目的としたサービスを展開しております。当該サービスにおいては、マナー、

ビジネススキル、クレーム対応、計数管理、人材採用、定着関連等の研修テーマを設定しております。顧客企業

からは提供する研修内容や時間数に応じた受講料を受領しております。

 

(c）シフト管理・勤怠管理・給与管理SaaSプロダクト「CAST」

SaaSプロダクトである「CAST」は、クライアントである店舗がWebブラウザーにより、ユーザーであるアルバ

イトがアプリにより、シフト、勤怠及び給与を管理できるプロダクトです。主に飲食事業者向けに展開してお

り、アプリ内のチャットでシフト・スケジュール調整が可能です。費用は、店舗の登録ユーザー数に応じた月

額・従量課金型で、個人ユーザーは無償で利用することができます。

 

（２）求人情報サイト「cookbiz」について

当社においては、求人情報サイト「cookbiz」を通じて人材紹介サービス及び求人広告サービスを提供しておりま

す。当該サイトにおいては、当社が受注した求人広告及び人材紹介にかかる求人情報を掲載しております。

当該サイトにおいて、求職者は会員登録を行わずに掲載求人広告への応募が可能であるほか、無料会員登録を行う

ことにより、新着求人情報の配信サービスやスカウトサービスの利用、人材紹介にかかるコンサルタントによる転職

支援を受けることが可能となっております。また、求職者及び登録会員の利便性向上を図るため、求人情報の拡充及

び多様な検索機能の強化のほか、サイト内のデザイン・機能・ユーザビリティの改善、コンテンツ・サービスの拡充

等の取組みを継続しております。

当社においては、求職者の集客が重要であり、「cookbiz」サイトにおける登録会員数の拡大に努めております。

当該集客については、上記の求人情報の拡充及びサイト利用者の利便性向上に加えて、費用対効果を踏まえた継続

的な広告宣伝費の投下、SEOの推進及び外部ソーシャルメディアの活用や自社メディアによるコンテンツマーケティ

ング等による集客拡大を推進しております。

「事業再生・成長支援」

・事業再生・成長支援の概要
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付加価値の高い事業や商品を有する企業・店舗が抱える事業継続の課題となる、経営者の高齢化や事業の成長鈍

化に対し事業再構築や財務周りを包括的にサポートし対象企業の企業価値を最大化すべく働きかけております。

当事業の特徴としては、事業承継課題を抱える中堅・中小企業が今後益々増加していく社会的背景があり、中小

企業庁より2017年７月に発表された「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について(事業承継５ヶ年計画)」

によると、今後５年間で30万以上の経営者が70歳になるにも関わらず、６割が後継者未定と発表されております。

 

また、高齢化が進むと企業の業績が停滞していること(売上増は70代で14％、30代で51％)や、70代の承継準備を

行っている経営者は約半数とされていることも報告されています。また、同じく中小企業庁より2019年12月に発表

された「第三者承継支援総合パッケージ」によると、中小企業のＭ＆Ａは年間4,000件弱に留まり、潜在的な後継

者不在の中小企業数(127万弱)からして不十分であり、このうち2025年までに従来の黒字廃業の可能性のある約60

万社の第三者承継を促すことを目標とした施策が報告されています。事業承継課題を抱える中小企業は今後も益々

増加していくものと考えられ、市場は拡大傾向にあり、従来の人材支援サービスであるHR事業だけでなく、事業再

生・成長支援への取り組みを開始しました。

 

・ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

当社の連結子会社であるきゅういち株式会社において、ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業を行っておりま

す。主に道南の漁業協同組合や商社から買付を行い、冷凍加工後、仲卸等へ販売することを主要業務としておりま

す。同社においては漁業協同組合において多くの買参権を保有していることや、海水を工場まで引き込むことで鮮

度を維持したまま冷凍し、高品質な加工品を製造しております。
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　（事業系統図）
　　以上に述べた内容を事業系統図によって示すと次の通りです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

きゅういち㈱ 北海道函館市 30,000

ホタテ・ホッケ・

サバ等の冷凍加工

業

100

役員の兼任　２名

当社より資金援助を受け

ております。

ワールドインワーカー㈱ 東京都中央区 65,000

飲食事業者および

介護業者向け特定

技能人材紹介業お

よび登録支援事業

100

役員の兼任　２名

当社より資金援助を受け

ております。

 

 

５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 2024年11月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

HR事業 152 (5)

事業再生・成長支援 9 (40)

合計 161 (45)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託社員を含む）は、年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

２．前連結会計年度末に比べ、従業員数が28名増加しております。これはワールドインワーカー株式会社の新規

連結子会社化に加え、HR事業において主に事業拡大に向け人材獲得を積極的に行ったことによるものであり

ます。

 

（２）提出会社の状況

    2024年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

141(5) 36.0 5.2 5,760,607

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託社員を含む）は、年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、HR事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

４．前事業年度末に比べ、従業員数が15名増加しております。これは主に、事業拡大に向け人材獲得を積極的に

行ったことによるものであります。

 

（３）労働組合の状況

当社の労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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（４）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

管理職に占める女性労
働者の割合（％）
（注）１．

男性労働者の育児休業
取得率（％）
（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

25.0 50.0 73.4 74.7 55.1

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

 

②連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）及び「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定による公表義務

の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営方針

当社は2007年の創業以来、一貫して飲食業界に特化した人材サービスを展開してまいりましたが、創業20周年を見

据えた2024年12月に、事業の方向性を明確化し、食産業の発展のためには「人」がもっとも大事である、という事業

の原点に立ち返り、新たなミッション・ビジョンを制定いたしました。

　ミッション：「食」は「人」

　ビジョン　：　Empower the Food People

　当社グループは、「人」を起点に築いてきた事業をさらに成長させながら、2020年の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）パンデミックによる影響を背景に進めてきた「人」ビジネスを礎とする事業の多角化を進め、新たな事

業領域に挑戦し、積極的な投資を通じて事業規模を拡大させてまいります。

 

（２）目標とする経営指標

当社グループは、中長期的な事業成長に加え、利益の持続的な成長による株主価値の向上を図るため、売上高、営

業利益、営業利益率を重視しております。

 

（３）経営環境

当社グループの事業に関連する外食産業市場においては、新型コロナウィルス感染症からの影響は収束したもの

の、アフターコロナの人流回復に伴う飲食店の人材需要増の特需が、当初想定よりも早期に一巡し、経営環境が大き

く変化しております。

当社グループは、持続可能な経営基盤の再構築を目指して、様々な取組みを進めております。

 

再成長に向けた取組みとして、

・教育体制の強化

・2024年４月にリニューアルしたスカウトサービスであるダイレクトオファーのグロース

・パートナーシップ戦略による販売チャネルの拡大

・求人企業求職者を一堂に集めた合同説明会の実施によるオフライン施策

・IT基盤の構築及び業務生産性向上による既存事業の収益性拡大

・新規事業の開発・推進及び管理体制の整備・強化

を実施し、当社グループの非連続な成長を目指しております。

 

（４）優先的に対処すべき課題

　上記を踏まえ、以下の事項を優先的に対処すべき課題として認識し、事業展開を図る方針であります

 

①飲食業界の人材関連市場の再定義と自社のマーケットシェアの分析

既存事業の成長および新たな収益機会を獲得していくためには、変化の激しい食産業の現況を正確に捉える必要

があります。今後も継続的にマーケット調査を行い、日本国内の労働人口の将来予測も踏まえて、従来の人材紹介

サービスや求人広告サービスという自社サービスの枠に捉われず、多様化する顧客のニーズや課題を探索してまい

ります。

 

②既存事業の新たな価値創造と収益性の改善

当社グループの主力事業であるHR事業では、人材紹介・求人広告を主に提供しております。顧客の求人需要が急

速に高まる昨今においては、顧客に寄り添った価値を提供し、採用のミスマッチ等を防ぐ事が非常に重要な課題の

一つであると認識しております。そのため、当社グループでは、これまで以上に顧客目線に立ったサービス開発を

実施し、既存サービスである人材紹介・求人広告・スカウトサービスに加え、それらのサービス提供で培ったノウ

ハウを活かし、人材採用にまつわる顧客の課題を総合的に支援・解決するワンストップ型サービスである採用総合

パッケージの販売を開始しました。また、紹介手数料等の採用予算をより抑えたいという顧客の要望にも応えるべ

く、求人サイトおよびスカウトサービスをリニューアルし、利便性の改善と予算に応じた価格帯での様々なサービ

ス展開の実施を予定しています。

また、求職者の当社サービスへの登録に係る広告手法の改善による収益性の改善に関しても継続的な事業の成長

を図る上で重要な課題となっております。そのため、ブランディング・オフラインプロモーション・SEO・アライ

アンスなど、オンライン広告以外のマーケティング手法強化による求職登録者数の最大化を図るとともに、掲載企
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業数・求人数の最大化と、求職登録者の求人応募アクション最大化を実現するため、商品・サービス（ウェブ・ア

プリ）のシステムリニューアルを実施し、今後も、人材紹介基幹システムのリニューアルを予定しております。

 

③優秀な人材の確保

当社グループは、各事業領域での新規事業開発及び成長を目指す上で、多様なバックグラウンドを持つ優秀な人

材の獲得が不可欠であると考えております。

そのため、人事制度改革やダイバーシティ対応、能力開発支援等を通じて、当社のミッション・ビジョンに共感

する多様かつ優秀な人材の獲得と入社後の活躍・成長を促進し、営業体制・開発体制・管理体制等を強化してまい

ります。

 

④情報管理体制の強化

当社グループが運営する事業においては、顧客情報及び個人情報を多く取り扱っており、これらの情報管理が重

要課題であると認識しております。今後も個人情報保護方針及びインサイダー取引の未然防止を含む社内規程の整

備・運用の徹底、定期的な社内教育の実施、関連社内システムのセキュリティ強化等を図り、情報管理のための管

理体制を拡充してまいります。

また、当社は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会が運営するプライバシーマークを取得し、その制度に準

じた個人情報管理体制を構築しております。

 

⑤内部管理体制の強化

当社グループは、既存事業の再成長と新規事業の展開及び新規サービスの拡充にあたっては、経営上のリスクを

適切に把握し、当該リスクをコントロールするための内部管理体制の強化が重要な課題と考えております。そのた

め、事業運営におけるリスク管理を徹底し、内部監査による定期的なモニタリングの実施およびコンプライアンス

体制の強化を行うことで、コーポレート・ガバナンス機能の充実を図ってまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

サステナビリティ全般への取組

当社グループは2007年の創業以来、一貫して飲食業界に特化した人材サービスを展開してまいりました。

当社は、創業20周年を見据えた2024年12月に、事業の方向性を明確化し、食産業の発展のためには「人」がもっと

も大事である、という事業の原点に立ち返り、 新たなミッション・ビジョンを制定いたしました。

ミッション：「食」は「人」

ビジョン　： Empower the Food People

当社グループは、「人」を起点に築いてきた事業をさらに成長させながら、2020年の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）パンデミックによる影響を背景に進めてきた「人」ビジネスを礎とする事業の多角化を進め、新たな事

業領域に挑戦し、積極的な投資を通じて事業規模を拡大させるとともに、食産業に関わる全ての人が誇りと情熱を

持って働ける持続可能な社会を目指しております。

 

(1）ガバナンス

当社グループは、重要な経営課題について、当社の経営会議及びリスク・コンプライアンス委員会において検討

し、必要に応じて取締役会に報告を行うこととしております。なお、サステナビリティへの対応方針・施策等は、

各担当部門が主体となって推進し、これらの進捗状況等を定期的に取締役会に報告します。

当社グループのガバナンスに関する詳細は、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況

等」に記載のとおりであります。

 

(2）戦略

・人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

当社は、「食」は「人」をミッションに掲げ、ビジョンであるEmpower the Food Peopleの実現のため、食産業

のみならず事業活動を通じて直接的・間接的に環境及び社会課題への解決に貢献することを目指しております。

当社グループは、より高い事業成長を続け、持続可能な社会へと貢献するために、特に当社のミッション・ビ

ジョンに共感する人材の採用、または採用後の成長支援をすることこそが競争力の源泉となると考えております。

 

具体的な施策

・飲食業界出身の調理人や店舗運営の経験を持つ人材を含め多様なバックグラウンドをもつ人材の採用を行ってお

ります。

・入社時研修や営業研修等のオンボーディングの充実に努め、新入社員のストレスの軽減を目指しております。

・マネジメント層向けの研修の充実に努め、オンライン・オフライン・階層別の研修を実施し、組織体制の強化お

よび次世代リーダーの育成に努めております。

・グループ間の人材交流を活発に実施しております。当社において長年の経験を積んだ人材をHR事業からグループ

会社経営層へと積極的に登用しております。

・リモートワークを選択可能とし、また、原則フレックス制度を採用しており、柔軟な働き方を可能としておりま

す。

・社外での業務に挑戦することを支援するため、副業許可基準を明確化し、解禁しております。業務を通じた能力

向上・新たな視点の獲得・人脈形成・キャリア及び自律性向上などを促進しております。

・エンゲージメントの向上や情報共有のため、月１回、経営陣から全社に向けた情報発信の場である

「MonthlySummit」を実施し、経営陣と従業員の意思疎通を図っております。

・四半期に一度、従業員表彰を行っております。また、賞賛文化を醸成し、従業員の相互理解を深めるため、新た

に「cookbiz Praise」という取組みを始めております。四半期に一回、従業員が自由に「誰の・どんな功績を讃

えたいか」を決め、従業員投票を行い受賞者を表彰しています。選考理由や評価基準を従業員に委ねることで、

従業員同士の相互理解を深めます。

・従業員の経営参画意識向上と中長期的な財産形成支援のため、国内最高水準の奨励金付与率120％となる持株奨

励金制度を実施しております。持株会加入率は67.1%と、東京証券取引所が2024年１月に発表した「2022年度従

業員持株会状況調査結果の概要について」における「従業員の持株会加入状況」の36.97％（※）を大きく上

回っております。

(※)出所：東京証券取引所：2022年度従業員持株会状況調査結果の概要について（2024年１月発表)

・その他サステナビリティに関連する取組につきまして、当社コーポレートサイトのサステナビリティページにて

ご紹介しております。

(3）リスク管理
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当社グループは、持続的な成長を確保するためにリスク管理規程を定め、経営に重大な影響を及ぼすリスクを的

確に認識・評価するとともに、リスクに適切に対処し、ステークホルダーを含む社会や当社の経営への影響を最小

限に留めることを行動の基本としております。代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を

設置し、サステナビリティを含む事業活動を行う上で対処すべきリスクを認識・特定して、対策を協議しておりま

す。

当社グループのリスク・コンプライアンス体制については、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバ

ナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要　③企業統治に関するその他の事項　(b）リスク管理体

制の整備状況」に記載のとおりであります。

 

(4）指標及び目標

当社グループでは現在、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックを経た飲食業界の市場環境を鑑

み、経営環境や事業戦略の変化を踏まえたサステナビリティ方針・人材の多様性の確保を含む人材育成や社内環境

整備に関する中長期方針について検討・議論中であるため、具体的な指標および目標についても現在策定中であり

記載を省略しております。

また、女性管理職比率につきましては「第１　企業の概況　５　従業員の状況」に記載のとおり、25.0%と、

2022年の日本全国の女性管理職比率である12.9％を上回っており、今後も継続的に比率を高めてまいります。

当社は、サステナビリティに関する取組についてコーポレートサイトのサステナビリティページにて紹介してお

り、指標及び目標におきまして更新がある場合は同ページにて掲載いたします。
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３【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項を以下に記載しております。あわせて、必ずしもそのようなリスクに該当しない事項についても、投資者の判断

にとって重要であると当社グループが考える事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。な

お、本項の記載内容は当社株式の投資に関する全てのリスクを網羅しているものではありません。

当社グループは、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の迅速な対応に努め

る方針でありますが、当社グループ株式に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載内容もあわせて慎重に検討し

た上で行われる必要があると考えております。

本項記載の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）事業環境に由来するリスクについて

①事業領域について

　当社グループは、主に「人材採用・入社後の活躍」を支援する企業としてこれまで培ってきたノウハウ及びブラン

ド力を活用できる領域を中心に事業を推進しております。しかしながら、当該市場規模の縮小や成長鈍化、当社グ

ループにおける各種サービスの競争力低下や価格下落等の要因により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

　なお、DX領域におきましては、企業を取り巻く環境や企業経営の効率化などの動きにより業務自動化のニーズが拡

大しておりますが、経済情勢の変化により事業環境が悪化した場合や、企業の投資抑制判断等が成された場合に、当

社グループの事業及び経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②競合について

　当社グループが関与する人材サービス業界においては、新規参入障壁が低いこともあり、大手企業から個人事業者

までが存在し、広範囲な業種を対象とする事業者から特定業界に特化した事業者まで、多くの事業者が事業を展開し

ております。また、飲食業界に特化する事業者は限定的であるものの複数社存在しており、当社グループはこれらの

事業者と競合関係にあります。

　また、近年におきましては、ブルーカラー全般での人材獲得競争が激化しております。当社グループは飲食業界の

みならず、ブルーカラー全体における人材サービス事業者が競合となりつつあります。

　当社グループは、飲食業界特化によるノウハウの蓄積により、当該業界における求人企業及び求職者のニーズに対

してきめ細やかなサービスを提供するとともに、従来の人材紹介や求人広告、ダイレクトリクルーティングサービス

に加えて、「採用総合パッケージ」など商品ラインナップの拡充や研修サービス等の人材サービスに限らないサービ

ス提供により同業他社との差別化を推進しておりますが、今後新たな企業の市場参入や競合他社における飲食業界注

力等による競争の激化が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、DX領域におきましては、クラウド関連市場は近年急速に拡大している分野であるため、今後も多数の競合企

業が新規参入する可能性があります。当社グループでは人材事業において長年培った強みを活かし、DX領域でのサー

ビスを展開してまいりますが、今後、既存の競合企業の競争力の向上や競合企業の参入を含む競争環境の変化によっ

て当社グループの事業及び経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③法的規制について

(a)職業安定法

　当社グループの事業を規制する主な法的規制として、「職業安定法」があり、当社は「職業安定法」に基づく有料

職業紹介事業者として、厚生労働大臣の「有料職業紹介事業許可」を受けております。なお、当社の許可の有効期間

は2026年２月28日、連結子会社であるワールドインワーカー株式会社の許可の有効期間は2026年２月28日までであ

り、以後５年毎の更新が必要となります。

　「職業安定法」は、職業紹介事業等が労働力の需要供給の適正かつ円滑な調整を果たすべき役割に鑑み、その適正

な運営を確保するために、紹介事業を規制しており、厚生労働大臣は、当社グループが有料職業紹介事業者としての

欠格事由（職業安定法第32条）、若しくは、当該許可の取消事由（職業安定法第32条の９）に該当した場合には、許

可の取消や業務の全部又は一部の停止を命じることが出来る旨を定めております。

　本書提出日現在において、当社グループにおいて「職業安定法」に定めるこれら欠落事由又は取消事由に抵触する

事項は生じておりません。しかしながら、今後において何らかの理由により当社グループが当該法令に抵触する事態

が生じた場合、営業停止又は許可取消等により事業活動に支障をきたすとともに、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(b)その他

　当社グループのうち、連結子会社であるワールドインワーカー株式会社の事業を規制するその他法的規制として、

「出入国管理及び難民認定法」（以下「入管法」）があり、同社は「入管法」に基づく登録支援機関の登録を受けて

おります。出入国在留管理庁長官は、同社が登録支援機関としての取消事由（入管法第19条の32） に該当した場合

には、登録の取消を行うことが出来る旨を定めております。

　本書提出日現在において、同社において「入管法」に定めるこれら取消事由に抵触する事項は生じておりません。

しかしながら、今後において何らかの理由により当該連結子会社が当該法令に抵触する事態が生じた場合、許可取消

等により事業活動に支障をきたすとともに、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

④原料調達等に関するリスク

　当社グループのうち、連結子会社であるきゅういち株式会社が主要な原料としている水産物は、従来、漁獲量の増

減などによる水産物市況の変動の影響を度々受けておりましたが、さらに、気候変動がもたらす海洋・陸上環境の変

化が水産物等の原料の収量を減少させ、原料価格が高騰するおそれがあります。

　気候変動以外でも、水産資源の乱獲や違法操業等が、きゅういち株式会社の調達のリスクにつながる可能性があり

ます。

　また、政治・経済情勢、テロ・紛争による治安の悪化や社会的混乱などの外的要因によっても、原料価格や調達・

生産に係るエネルギーコスト等が高騰するリスクがあります。

 

⑤資源環境の変化および国際的な漁獲制限について

　当社グループのうち、連結子会社であるきゅういち株式会社において、異常気象や天候不順、水産資源の枯渇、漁

獲状況等による影響の他、国際的な漁獲制限で魚介類等が不足し、市場価格ならびに需給バランスが崩れる事によっ

て、価格の上昇及び調達自体の難航といったリスクが生じる可能性があります。

 

⑥特定技能人材紹介に関連するリスク

　当社グループのうち、連結子会社であるワールドインワーカー株式会社では、特定技能人材紹介事業を展開してお

ります。本事業において、以下のリスクが当該事業および当社グループ全体の経営成績および財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

(a)送り出し国の政治的変化および二国間協定の改定リスク

　特定技能人材紹介事業は、送り出し国との二国間協定を基盤としています。これらの協定が政治的要因により改

定、または破棄された場合、該当市場が消滅するリスクがあります。特に送り出し国における政権交代や政策変更、

国際関係の悪化は、事業運営に大きな影響を与える可能性があります。

 

(b)ビザ取得要件の変更リスク

　特定技能ビザの取得要件の緩和や厳格化など、日本における在留資格の変更もまた、リスク要因となります。ビザ

取得要件が緩和される場合には市場競争が激化し、既存事業の収益性が低下する可能性があり、逆に取得要件が厳格

化した場合には既存事業が停滞する恐れがあります。

 

(c)その他の要因

　送り出し国および受け入れ国の経済情勢の悪化、法的規制の変更、あるいは社会的混乱（例：テロ、紛争、パンデ

ミックなど）も、既存事業の中断やコスト増加につながる要因となり得ます。

　本書提出日現在、これらのリスクに直面する具体的な事例は確認されておりませんが、今後、これらの要因により

事業環境が悪化した場合、ワールドインワーカー株式会社の特定技能人材紹介事業および当社グループ全体の経営成

績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（２）事業内容に由来するリスクについて

①求職者の集客について

　当社グループの人材紹介サービス及び求人広告サービスにおいては、求人情報サイト「cookbiz」における継続し

た求職者の集客(サイト登録者及び閲覧者の拡大)が重要な要素であると考えております。

　当社グループは、サービス拡充及び品質向上等により飲食業界における評価及び知名度の向上に努めるとともに、

ウェブマーケティングを中心とした集客拡大のための施策を推進しております。しかしながら、今後における雇用情

勢の変化、競合激化、集客施策の不振等により、十分な求職者の集客が困難となった場合、人材紹介にかかるマッチ

ング機能の低下や求人広告にかかる広告効果の低下等が生じる可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社グループにおける集客施策については、以下のリスクがあります。

(a）検索エンジンへの対応について

　当社グループが運営する「cookbiz」サイトにおける利用者の集客については、特定の検索エンジン（「Yahoo！

Japan」及び「Google」）の検索結果からの誘導によるものが一定の割合を占めております。
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　当社グループは、検索結果において上位表示されるべくSEO対策等の必要な対応を推進しておりますが、今後、検

索エンジン運営者における上位表示方針及びロジックの変更、その他何らかの要因によって検索結果の表示が当社グ

ループにとって優位に働かない状況が生じる可能性があり、この場合、「cookbiz」サイトへの集客効果が低下し、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(b）集客に係る広告宣伝活動について

　当社グループは、サービスの認知度向上、当社グループサイトへの集客及びサービス利用拡大等を目的として、継

続した広告宣伝活動を行っております。当社グループの広告宣伝は、インターネット広告(検索連動型広告、ディス

プレイ広告及びインフィード広告等)を中心としております。

　当社グループの広告宣伝においては、広告手法や媒体、その実施方法及びタイミング等について、費用対効果を検

討した上で効率的な広告宣伝費の投下に努めておりますが、その効果を正確に予測することは不可能であり、当社グ

ループが行う広告宣伝について著しい広告効果の低下や広告費用の上昇が生じた場合には、求職者の集客等に影響が

生じ、また、当該費用負担により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②求人企業と求職者の適正なマッチングについて

　人材紹介サービスにおいては、求人企業における人材採用ニーズと、求職者の保有スキル・経験や就職・転職にか

かる希望条件等を適正にマッチングすることが重要な要素であると考えております。また、飲食業界は、人材不足等

の要因から長時間労働が生じ易いこと、従業者の離職率が高い業種とされていること等から、求人企業における労働

環境等も考慮した上での、求人求職双方のニーズに応じた適正なマッチングが必要となります。

　当社グループは、求人企業に対するヒアリング・取材又は求職者に対するコンサルタントによる面談等における

ニーズ、希望条件、適性等の把握を徹底することに加えて、社内における業務ノウハウ等の共有や継続的な教育・育

成による担当者のスキル向上、求職者に適した求人企業の候補抽出等のシステム化によるサポート及び効率化等を推

進することにより、適正なマッチングの実施及びその精度向上に努めております。

　しかしながら、当社グループの施策推進にも拘らず、マッチング精度の低下による人材紹介にかかる成約率の大幅

な低下や早期退職の著しい増加、その他のトラブルが生じた場合、当社グループ事業の収益性低下や信頼性低下等が

生じ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③人材紹介サービスにおける取引慣行に基づく返金制度について

　人材紹介サービスにおいては、当社グループの紹介した求職者が、求人企業に入社した日付を基準に売上高を計上

しております。当該事業においては、人材紹介業界における取引慣行に基づき、求職者が入社した日から３ヶ月以内

に自己都合により退職した場合は、その退職までの期間に応じて紹介手数料を返金する旨を求人企業との契約に定め

ております。

　当社グループは、求人企業と求職者の双方のニーズを十分に斟酌した上で紹介を進める等、このような事態の発生

の低減に努めており、過去の返金実績に基づき返金引当金を計上しております。しかしながら、当社グループの想定

した返金率を上回る返金が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

④新規事業について

　当社グループは、継続的な成長を図るため、飲食業界に関わる事業領域において新規事業の創出に取組んでおりま

す。当該取組みにおいては、システム開発や人件費等の先行投資が必要となるほか、事業展開に応じて追加支出等が

発生する可能性があります。また、事業推進においては、当初の計画通りに事業が進捗しない又は十分な収益を見込

めず初期投資を回収出来ない等の状況が生じる可能性があるほか、事業撤退を余儀なくされる可能性があり、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤消費変動のリスクについて

　当社グループのうち、連結子会社であるきゅういち株式会社において、一般消費者の生鮮魚介類の購入量は安定的

に推移しているものの、購入額は減少傾向にあります。その反面、世界の魚介類の消費量は増加しており、一部の魚

介類に対する漁獲量の制限の動き、魚価の高騰も見られます。また、我が国における魚食文化の後退による魚離れ、

人口減少による生鮮魚介類購入額の減少が加速するなど、これらの傾向が持続し又は急激に変化した場合、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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（３）当社の事業体制について

①人材の獲得・育成について

　当社グループは、経営計画及び事業方針のもと、既存事業や新規事業の展開を行っており、その都度、必要に応じ

て人材の確保が必要であると考えております。特に、事業基盤を拡大・成長させていくための高度なマネジメント能

力やシステム技術分野のスキルを有する人材確保に努めるとともに、教育体制の整備を進め人材の定着を図るよう努

めていく方針であります。しかしながら、当社グループの求める人材が十分に確保・育成できなかった場合や人材の

流出が進んだ場合には、経常的な業務運営及び新規事業の拡大等に支障が出る可能性があり、そのような事態が生じ

た場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②内部管理体制について

　当社グループは、今後の事業運営及びその拡大に対応するため、内部管理体制について一層の充実を図る必要があ

ると認識しており、当該強化を推進しております。しかしながら、人的要因及び急激な事業環境の変化により、内部

統制に関する制度の構築、運用、モニタリングのいずれかが十分に機能しない場合、様々な事業リスクを適切に管理

できず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　また、内部統制に関する制度が完全にその機能を果たしたとしても、これらは違法行為のすべてを排除することを

保証するものではなく、従業員による重大な過失、不正、その他の違法行為等が生じた場合には、訴訟や損害賠償等

により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③個人情報保護について

　当社グループは、事業運営において、登録求職者に関わる多数の個人情報を取り扱っております。取り扱う個人情

報については、利用目的を明示し承諾を得た上で取得し、当該範囲でのみ利用しております。

　当社グループは、個人情報の適正な取り扱い及び安全管理を推進するため、「個人情報保護規程」を策定し、従業

員に対する教育及び適正な業務運営の徹底を図るほか、プライバシーマークの認定取得を行う等の情報管理体制の強

化に取り組んでおります。

　しかしながら、何らかの理由により当社グループが管理する個人情報等の漏洩や不正使用等の事態が生じた場合、

当社グループ及び事業サービスに対する信頼性の著しい低下や顧客からの損害賠償請求等が生じ、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

④システム障害について

　当社グループのHR事業は、インターネット上に開設したウェブサイトを通して提供されております。当社グループ

は事業の信頼性及び取引の安全性の観点からも、自社のシステム管理体制の構築、定期的バックアップ、稼働状況の

監視等によりシステムトラブル発生の未然防止及び回避に加えて、万が一トラブルが発生した場合においても短時間

で復旧出来るような体制を整えております。

　しかしながら、自然災害や事故、人為的ミスの発生、通信回線等の遮断・停止、ソフトウエア又はシステム機器の

欠陥等によるトラブル、外部からのシステム攻撃や侵入、その他予測不能な様々な要因により、コンピュータシステ

ム等に障害が発生した場合、継続したサービス提供等に支障が生じる可能性があり、当該要因による、当社グループ

の収益機会の喪失、システム及び事業運営に対する信頼性低下、クレーム発生その他の要因により、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤技術開発について

　インターネット関連事業は、技術革新が著しく、新技術、新サービスが常に生み出されております。当社グループ

のHR事業は、インターネットと深く関わっており、競争力のあるサービスを提供し続けるためには、新技術及び新

サービスを適時に提供することが重要になります。質の高いサービスを提供するため当社グループでは、プロダクト

マ

ーケティング部が中心となり関係部署と協議の上、新規サービスを開発する体制をとっております。これはユーザー

やクライアントから寄せられる様々なリクエストを吸い上げ、自社システムに反映することを可能にするためであり

ます。

　当社グループは、人的資源を随時見直しながら人員の適切な配置を行っており、必要により人員増加を行います

が、サービスの強化に繋がる有効なシステムの開発に時間がかかる等、新技術や新サービスの提供が遅れるような場

合には、業界内での競争力の低下を招き、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（４）その他のリスクについて

①感染症蔓延について

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックの感染拡大が徐々に抑制され、2023年５月には、５類感染症

に移行したことにより社会活動が新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミック拡大前に戻りつつあり、経済

活動の本格的な再開が期待されておりますが、今後も同様の感染症が蔓延し、行動制限等が発令された場合には当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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　当社グループにおきましては、飲食店向け求人事業に経営成績及び財政状態が依存しない経営基盤を構築するた

め、新規事業の創出及び成長に注力することで、事業活動や収益性の維持を図ってまいります。

 

②東京電力福島第一原子力発電所のALPS処理水問題について

　2023年８月、東京電力福島第一原子力発電所のALPS処理水の海洋放出に起因した中国による日本の海産物輸入の全

面的停止措置を受け、連結子会社であるきゅういち株式会社において、中国向けに輸出予定であったホタテ等の売上

減少の影響を受けております。今後も中国による禁輸措置が長期化した場合には当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を与える可能性があります。

　当社グループにおきましては、係る影響を最小限にとどめるため、2023年９月に国内一般消費者向けECサイトをリ

リースし、また、当社HR事業における顧客である飲食店向けの新規販路拡大による収益性の維持及び拡大を目指して

おります。

 

③減損損失について

　当社グループが保有している固定資産については、月次決算において部門ごとの損益を踏まえ各種施策を実施する

ことにより利益管理を行っておりますが、外部環境の急激な変化等により著しく収益性が低下した場合など十分な

キャッシュ・フローを創出できないと判断される場合は減損損失の認識が必要となり、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

④配当政策について

　当社グループは設立以来、配当を実施した実績はありませんが、株主に対する利益還元は重要な経営課題であると

認識しており、事業基盤の整備状況、経営成績や財政状態などを総合的に勘案の上、配当をしていきたいと考えてお

ります。

　ただし、当面は、事業基盤の整備を優先することが株主価値の最大化に値するとの考えから、その原資となる内部

留保の充実を基本方針としており、現時点において配当実施時期等については未定であります。

 

⑤潜在株式の行使による当社グループ株式価値の希薄化について

　当社グループは、役員及び従業員に対し、当社グループの経営成績向上への意欲や士気を一層高めることを目的と

して、新株予約権付与によるストックオプション制度を採用しております。これらの新株予約権が権利行使された場

合、当社株式が新たに発行され、当社株式の１株当たりの価値が希薄化する可能性があります。

　なお、本書提出日の前月末現在における新株予約権にかかる潜在株式数は106,090株であり、発行済株式総数

2,795,041株の3.80％に相当しております。また当社グループは長期的な企業価値向上を目指し、今後もストックオ

プション制度を含めたインセンティブ制度を活用していく方針であります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次の通りであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当社グループは2007年の創業以来、一貫して飲食業界に特化した人材サービスを展開してまいりました。

　当社グループは、創業20周年を見据えた2024年12月に、事業の方向性を明確化し、食産業の発展のためには「人」

がもっとも大事である、という事業の原点に立ち返り、 新たなミッション・ビジョンを制定いたしました。

　ミッション：「食」は「人」

　ビジョン　： Empower the Food People

　当社グループは、「人」を起点に築いてきた事業をさらに成長させながら、2020年の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）パンデミックによる影響を背景に進めてきた「人」ビジネスを礎とする事業の多角化を進め、新たな事

業領域に挑戦し、積極的な投資を通じて事業規模を拡大させてまいります。

 

　当連結会計年度におきまして、主要事業であるHR事業においては、人流の回復とインバウンド需要も増加し、飲食

業界の人材採用ニーズの高まりは継続しております。この様な環境下、2024年4月に2012年以来となる求人サイトの

リニューアルを実施し、技術的負債を解消するとともに、2019年に開始したスカウトサービスをリニューアルし、顧

客の利便性向上に努めました。

　また、事業再生・成長支援事業であるきゅういち株式会社においては、鮮魚およびボイルホタテの売上が堅調に推

移いたしました。前連結会計年度末において、東京電力のALPS処理水問題に起因した中国による禁輸影響を受けたも

のの、当連結会計年度より、従前のホールセール販売だけではなく、飲食店への販売を強化した他、ECサイトを通じ

て一般消費者への直接販売を開始しております。

 

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

　(a）財政状態

（資産）

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ316,015千円増加し、3,757,554千円となりました。

その主な要因は、投資有価証券が99,980千円減少したものの、現金及び預金が118,366千円、機械装置及び運搬具が

175,860千円、ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定が純額で112,665千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて349,648千円増加し、2,264,285千円となりました。

その主な要因は、短期借入金が167,750千円減少したものの、１年内返済予定の長期借入金が150,728千円、長期借入

金が334,666千円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて33,633千円減少し、1,493,269千円となりまし

た。その主な要因は利益剰余金が43,778千円減少したことによるものであります。

 

　(b）経営成績

　当連結会計年度の売上高は3,276,685千円（前連結会計年度比23.0％増）となりました。利益につきましては、前

連結会計年度の下期から当連結会計年度の上期までの期間において、人材採用をはじめとした戦略投資を強化したた

め、当連結会計年度におきましては当該投資による費用増に伴い、営業利益は93,420千円（前連結会計年度比67.8％

減）、経常利益は83,177千円（前連結会計年度比71.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,778千円（前連

結会計年度比99.0％減）となりました。

 

　なお、連結子会社であるきゅういち株式会社において特別利益（補助金収入）を計上した一方で、当社が保有する

投資有価証券について、財政状態や今後の見通しについて判定を行った結果、当連結会計年度において、減損処理に

よる投資有価証券評価損99,980千円を特別損失として計上しております。また、今後の業績見通しを踏まえ、繰延税

金資産を追加計上することを見込んでおりましたが、当連結会計年度の業績動向等を考慮し、繰延税金資産の回収可

能性を慎重に検討した結果、当連結会計年度末において繰延税金資産を一部取り崩しております。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

 

（HR事業）
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　HR事業は、クックビズ株式会社において、飲食業界に特化した求人情報サイト「cookbiz」を運営しており、当該

サイトを通じて、コンサルタントを介した有料職業紹介を行う「人材紹介サービス」、求人情報を求職者に提供する

「求人広告サービス」、ダイレクトリクルーティングサービスを提供する「スカウトサービス」、「採用総合支援

サービス」を展開しております。また、当連結会計年度より連結開始となる子会社ワールドインワーカー株式会社に

よる特定技能外国人人材紹介・登録支援等の事業及び研修サービス、CAST事業等を「その他」に分類しております。

　当連結会計年度におきましては、アフターコロナの人流回復に伴う飲食店の人材需要増の特需が、当初想定よりも

早期に一巡したことに加え、前連結会計年度下期からの人員の積極採用・育成および４月に実施した求人サイトリ

ニューアルによって営業現場の生産性が一時的に停滞した影響を受け、大幅な成長には至りませんでした。

　その結果、当セグメントにおける売上高は2,063,036千円（前連結会計年度比8.2％増）となりました。セグメント

損益は、戦略投資による費用増に伴い、セグメント利益1,915千円（前連結会計年度比99.1%減）となりました。

　※cookbiz：当社は人材紹介サービス及び求人広告サービスともに「cookbiz」の同一ブランドにて展開しておりま

　　　　　　 す。

 

（事業再生・成長支援）

　事業再生・成長支援は、連結子会社であるきゅういち株式会社においてホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業を

行っております。主に北海道道南エリアの漁業協同組合等から買付を行い、冷凍加工後、商社・大手水産加工会社等

への販売を主要事業としております。

　当連結会計年度におきましては、上期は季節性通り鮮魚が堅調に推移いたしました。また、下期におきましては、

主に噴火湾でのボイルホタテおよびベビーホタテの仕入・加工・販売が堅調に推移し、単価も堅調に推移いたしまし

た。

　その結果、当セグメントにおける売上高は1,213,649千円（前連結会計年度比60.1％増）となりました。

　セグメント利益につきましては、69,605千円（前連結会計年度比18.7％増）となりました。当連結会計年度より開

始したECサイト運営に伴う発送費用等の諸経費が増加したことにより販管費が増加したものの、堅調な売上伸長によ

り前連結会計年度比で増益となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して

119,003千円増加し、2,178,174千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動の結果、獲得した資金は254,951千円（前連結会計年度比226,718千円の収入増）

となりました。その主な要因は、補助金収入89,333千円による資金の減少に対し、税金等調整前当期純利益75,061千

円、減価償却費98,253千円、投資有価証券評価損99,980千円、棚卸資産の減少額77,455千円等の資金の増加があった

ことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は467,419千円（前連結会計年度比58,271千円の支出減）

となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支出253,800千円、無形固定資産の取得による支出

170,980千円、敷金及び保証金の差入による支出54,955千円等による資金の減少があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果、獲得した資金は318,029千円（前連結会計年度比36,120千円の収入増）

となりました。その主な要因は、長期借入れによる収入732,000千円の資金の増加に対し、長期借入金の返済による

支出246,606千円による資金の減少があったことによるものです。
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③生産、受注及び販売の実績

(a）生産実績

当社グループは、生産実績に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(b）受注実績

生産実績と同様の理由により、受注実績に関する記載はしておりません。

 

(c）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

HR事業 2,063,036 108.2

事業再生・成長支援 1,213,649 160.1

合計 3,276,685 123.0

（注）セグメント間取引については、相殺消去しています。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成していま

す。

この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用

いていますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　連

結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

 

②財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　(a）財政状態の分析

　「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成績

等の状況の概要①財政状態及び経営成績の状況(a）財政状態」に記載の通りであります。

 

　(b）経営成績の分析

　「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成績

等の状況の概要①財政状態及び経営成績の状況(b）経営成績」に記載の通りであります。

 

　(c）キャッシュ・フローの分析

　「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成績

等の状況の概要②キャッシュ・フローの状況」に記載の通りであります。

 

　(d）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のとおり、事

業環境、事業内容、事業体制等、様々な要因の変化の影響を受ける可能性があります。このため、事業環境を注視す

るとともに、新規事業の開拓、組織体制の整備及び内部統制システムの強化等により、経営成績に重要な影響を与え

るリスク要因を分散し、リスクの発生を抑え、適切に対応するよう努めてまいります。

 

　(e）経営戦略の現状と見通し

　「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。
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　(f）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループが継続的に成長していくためには、経営者は「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処

すべき課題等、３　事業等のリスク」に記載の様々な課題に対応していくことが必要であると認識しております。そ

れらの課題に対応するために経営者は常に外部環境の構造や変化に関する情報の入手及び分析を行い、現在及び将来

における事業環境を確認し、その間の課題を認識すると同時に最適な解決策を実施していく方針であります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資額は424,780千円（無形固定資産を含む）であり、主な内容は、HR事業に係る基幹シス

テム開発によるものであります。また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

セグメントの名称 設備投資額（千円）

HR事業 220,370

事業再生・成長支援 204,409

合計 424,780

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

（１）提出会社

2024年11月30日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

リース資産
（千円）

ソフト
ウエア
（千円）

ソフトウエア
仮勘定
（千円）

合計
（千円)

本社

(大阪市北区)
HR事業

本社機能

営業施設
23,966 5,226 11,808 369,877 46,820 457,700 87（5）

東京オフィス

(東京都中央区)
HR事業 営業施設 35,106 8,325 － － － 43,432 45（－）

名古屋オフィス

(名古屋市中村

区)

HR事業 営業施設 10,859 4,250 － － － 15,110 9（－）

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託社員を含む）は、年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

２．本社及び各事業所は賃借物件であり、その概要は以下のとおりであります。

事業所名 床面積（㎡）
年間賃借料
（千円）

本社

（注）１
393.23 26,077

東京オフィス

（注）２
288.21 27,141

名古屋オフィス

（注）３
99.29 5,407

（注）１．本社は2024年７月に増床しており、年間賃借料は増床前と増床後の合計を記載しております。

２．東京オフィスは2024年５月付で移転しており、年間賃借料には移転前の賃借料を含めて記載しております。

３．名古屋オフィスは2024年７月付で移転しており、年間賃借料には移転前の賃借料を含めて記載しておりま

す。

 

３．上記のほか、リース契約による賃借設備の内容は以下のとおりであります。

事業所名(所在地) セグメントの名称 設備の内容 リース期間
年間リース料
（千円）

本社(大阪市北区) HR事業 パソコン ４～５年 2,954
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（２）国内子会社

2024年11月30日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）

機械装置
及び
運搬具
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

合計
（千円）

きゅういち

株式会社

本社

（北海道函館市）

事業再生・

成長支援

本社

加工設備
18,574 197,541 3,165

24,882

(40,137.18)
244,163 9（40）

ワールドイ

ンワーカー

株式会社

本社

（東京都中央区）
HR事業

本社機能

営業施設
－ － 3,439

－

(195.34)
3,439 11（－）

　（注）１.従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託社員を含む）は、年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

２.ワールドインワーカー株式会社については、当連結会計年度より連結子会社としております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設

該当事項はありません。

 

（２）重要な改修

該当事項はありません。

 

（３）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,000,000

計 7,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行（株）

（2024年11月30日）
提出日現在発行数（株）
（2025年２月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,795,041 2,795,041
東京証券取引所

（グロース市場）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

計 2,795,041 2,795,041 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、2025年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

2017年２月24日定時株主総会決議

 

決議年月日 2017年２月24日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役           １

当社従業員          102

新株予約権の数（個）※ 14,090

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 14,090　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,170　(注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2019年３月10日 至 2027年２月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格      1,170

資本組入額      585

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
(注)４

※　当事業年度の末日（2024年11月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年１月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現

在に係る記載を省略しております。
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（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の発行日後、当社が株式分割及び株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を

調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとしております。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権の発行日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。

１

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――――

分割・併合の比率

 

また、新株予約権の発行後に時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使によるものを除く)または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとしております。

新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋――――――――――――――――――――

調整前行使価額

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　―――――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、また新規発行には処分も含むものとし、その場合の「新規発行株式数」は「処分する自己

株式数」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合はこの限りではない。

(2）新株予約権発行時において社外協力者であった者は、新株予約権の行使時においても当社との間で良好

に関係が継続していることを要する。また、社外協力者は、新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係

る新株予約権の数および行使の時期について当社取締役会の承認を要するものとする。

(3）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場された日および権利行使期間の開始日のいず

れか遅い方の日以後において新株予約権を行使することができる。

(5）その他の行使条件は、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新

株予約権割当契約書に定めるところによる。
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４．当社を消滅会社とする合併、当社を分割会社とする吸収分割・新設分割および当社が完全子会社となる株式

交換または株式移転を行う場合、当社は無償で本新株予約権を取得することができるものとしております。

 

2021年11月26日取締役会決議

 

決議年月日 2021年11月26日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役            ２

当社従業員            12

新株予約権の数（個）※ 480

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 48,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,377　(注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2023年11月27日 至 2031年11月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格       1,377

資本組入額     689

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
(注)４

※　当事業年度の末日（2024年11月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年１月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現

在に係る記載を省略しております。

 

（注）１．本新株予約権１個につき目的となる株式数は、当社普通株式100株であります。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとしております。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしております。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとしております。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げるものとしております。

１

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――――――

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるも

のとしております。
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新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋――――――――――――――――――

新規発行前の１株当たりの時価

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしております。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとしております。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由がある

と取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとしており

ます。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとしておりま

す。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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2023年２月27日取締役会決議

 

決議年月日 2023年２月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員            13

新株予約権の数（個）※ 195

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 19,500　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,122　(注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2025年２月28日 至 2033年２月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格       1,122

資本組入額     561

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
(注)４

※　当事業年度の末日（2024年11月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年１月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現

在に係る記載を省略しております。

 

（注）１．本新株予約権１個につき目的となる株式数は、当社普通株式100株であります。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとしております。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしております。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとしております。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げるものとしております。

１

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――――――

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるも

のとしております。
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新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋――――――――――――――――――

新規発行前の１株当たりの時価

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしております。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとしております。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由がある

と取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとしており

ます。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとしておりま

す。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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2024年１月31日取締役会決議

 

決議年月日 2024年１月31日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員            8

新株予約権の数（個）※ 245

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 24,500　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,614　(注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年２月28日 至 2034年１月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格       1,614

資本組入額     807

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
(注)４

※　当事業年度の末日（2024年11月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2025年１月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現

在に係る記載を省略しております。

 

（注）１．本新株予約権１個につき目的となる株式数は、当社普通株式100株であります。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとしております。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしております。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとしております。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げるものとしております。

１

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――――――

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるも

のとしております。
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新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋――――――――――――――――――

新規発行前の１株当たりの時価

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしております。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとしております。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由がある

と取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとしており

ます。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとしておりま

す。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

 

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年12月１日～

2020年11月30日

(注)１

27,490 2,249,691 9,711 481,248 9,711 474,248

2021年８月２日

(注)２
70,000 2,319,691 37,485 518,733 37,485 511,733

2020年12月１日～

2021年11月30日

(注)１

313,000 2,632,691 166,120 684,853 166,120 677,853

2021年12月１日～

2022年11月30日

(注)１

110,000 2,742,691 59,290 744,143 59,290 737,143

2022年12月１日～

2023年11月30日

(注)１

48,000 2,790,691 16,320 760,463 16,320 753,463

2023年12月１日～

2024年11月30日

(注)１

4,350 2,795,041 1,809 762,273 1,809 755,273

　（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．有償第三者割当

発行価格　　　　 1,071円

資本組入額　　　 535.5円

払込金総額　　74,970千円

割当先　マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社及びSCSV１号投資事業有限責任組合
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（５）【所有者別状況】

       2024年11月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 14 13 15 3 1,101 1,148 －

所有株式数

（単元）
－ 2,074 3,750 937 909 8 20,255 27,933 1,741

所有株式数の

割合（％）
－ 7.42 13.42 3.35 3.25 0.03 72.51 100 －

（注）自己株式7,054株は「個人その他」に70単元、「単元未満株式の状況」に54株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2024年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

藪ノ　賢次 兵庫県芦屋市 1,048 37.62

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 288 10.33

藪ノ　郁子 兵庫県芦屋市 210 7.54

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 194 6.97

クックビズ従業員持株会

大阪市北区芝田２丁目７－18

ＬＵＣＩＤ　ＳＱＵＡＲＥ　ＵＭＥＤＡ

８階

82 2.96

ＧＦＣ株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目34－11 69 2.49

生田　亮人 奈良県桜井市 45 1.64

岡本　哲郎 兵庫県西宮市 43 1.54

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６－21 37 1.36

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲ

ＩＴＩＥＳ

（常任代理人 モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

 25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 ４QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシティサウスタ

ワー）

37 1.36

計 － 2,057 73.81

（注）１．2019年10月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友ＤＳアセットマネジメント

株式会社が、2019年９月25日現在で以下の株式を所有されている旨記載されているものの、当社として議決権

行使基準日現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

三井住友ＤＳアセットマネジ

メント株式会社

東京都港区愛宕二丁目５番１

号
87 3.94
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２．2023年10月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、コモンズ投信株式会社が、2023年10

月16日現在で以下の株式を所有されている旨記載されているものの、当社として議決権行使基準日現在におけ

る実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

コモンズ投信株式会社
東京都千代田区平河町二丁目

４－５
171 6.19

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,786,300 27,863

完全議決権株式であり、権利内容に

何ら限定のない当社における標準と

なる株式であります。

単元未満株式 普通株式 1,741 － －

発行済株式総数  2,795,041 － －

総株主の議決権  － 27,863 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式54株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

クックビズ株式会社
大阪市北区芝田

２-７-18
7,000 － 7,000 0.25

計 － 7,000 － 7,000 0.25
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数

（株）

処分価額の総額

（円）

株式数

（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行なった取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行なった取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 7,054 － 7,054 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2025年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は現在成長過程にあり、内部留保の充実が重要であると考え、会社設立以来配当は実施しておりません。当社

は株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しておりますが、内部留保の充実を図り、収益力強化や事業基

盤整備のための投資に充当することにより、なお一層の事業拡大を目指すことが、将来において安定的かつ継続的な

利益還元に繋がるものと考えております。

　内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るとともに、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、将

来の事業展開のための財源として利用していく予定であります。

　将来的には、経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への利益配分を検討しますが、配当実施の可能性及びその

実施時期については現時点において未定であります。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。当社は、会社法第459条の規定に基づ

き、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。なお、当社は中間配当を

行うことができる旨を定款に定めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値の向上を目指した経営の透明性の確保、コンプライアンス体制の整備及び情報開示の推進な

どを通して、コーポレート・ガバナンス機能の強化を図っております。また、株主を含む全てのステークホル

ダーの利益を最大限に尊重するという責務を果たすためには、経営の迅速化を図ることが重要であると認識して

おります。今後一層、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を講じることにより、コーポレート・ガ

バナンス機能をさらに強化していくことが経営の最重要課題の一つであると位置づけております。

具体的には、社外取締役を２名設置し、客観的視点からの意見を積極的に受け入れ、経営に対するチェック機

能を高めております。監査役３名のうち、２名が社外監査役であり、社外取締役と合わせてコーポレート・ガバ

ナンス機能を強化しております。また、当社は意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るため、職務権限上取

締役会に次ぐ意思決定機関として経営会議を設けております。常勤監査役を含めた経営会議（毎月１回以上開

催）において重要事項の審議を行うことで企業経営の健全化を図っております。経営会議に付議された議案のう

ち必要なものについては取締役会に上程されます。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、取締役３名で構成される取締役会及び監査役３名で構成される監査役会を設置する監査役会設置会社

であります。このうち社外取締役を２名、社外監査役を２名選任していることから、外部の視点からの経営監督

機能は有効に機能していると判断し、この体制を採用しております。合わせて代表取締役社長直轄の内部監査室

を設置し、実効的な監督体制のもと、経営の健全性の確保を図っております。また、会計監査人としては太陽有

限責任監査法人を選任しております。コンプライアンスや重要な法的判断については、顧問弁護士と連携する体

制をとっております。当社のコーポレート・ガバナンス体制は下図のとおりであります。

 

(a）取締役会

当社の取締役会は、３名により構成されており、代表取締役社長 藪ノ賢次が議長を務め、その他の構成員

は社外取締役２名（吉崎浩一郎氏及び嶋内秀之氏）であります。定時の取締役会を毎月開催するとともに、必

要に応じて臨時の取締役会を開催しております。取締役会では法令、定款及び規程で定められた事項や重要な

経営に関する意思決定を行う他、取締役から業務執行状況の報告を適時受けております。また取締役会には全

ての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監視できる体制となっております。

 

(b）監査役会
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当社の監査役会は、３名により構成されており、常勤監査役 遠藤隆史が議長を務め、その他の構成員は非

常勤監査役２名（福本洋一氏、山田琴江氏）であり、定時の監査役会を毎月開催するとともに、必要に応じて

臨時の監査役会を開催しております。監査役会では、監査計画や重要な事項を協議するとともに、監査役監査

及び内部監査の内容を相互に共有しております。

 

(c）経営会議

　当社の経営会議は、３名により構成されており、代表取締役社長 藪ノ賢次が議長を務め、その他の構成員

は執行役員２名であります。常勤監査役１名（遠藤隆史）がオブザーバーとして出席し、毎月１回以上開催し

ております。経営会議は、職務権限上、取締役会に次ぐ意思決定機関であり、経営に関する重要な事項の審議

を行い、権限が一部に集中しないよう議決に加わることが出来る構成員の過半数をもって決議しております。

また、各部門間における情報共有及び意見交換の場としても機能し、活発な議論を行っております。経営会議

の内容は社外取締役に共有しております。

 

(d)リスク・コンプライアンス委員会

当社は、事業活動の適法性確保のため、リスク・コンプライアンス委員会を設置しております。代表取締役社

長藪ノ賢次が委員長を務め、取締役、常勤監査役（遠藤隆史）および執行役員等で構成されます。原則とし

て、四半期に１回以上開催するほか、必要に応じて開催し、当社の事業活動に伴うリスクの抽出・分析・評価

を行うとともに、対策状況のモニタリングを実施しております。また、コンプライアンスやサステナビリティ

における課題を認識・特定し、対策を協議しております。なお、協議内容は必要に応じて、取締役会に報告を

行うこととしております。

 

③企業統治に関するその他の事項

(a）内部統制システムの整備状況

　当社は企業経営の透明性及び公平性の担保、またコンプライアンス遵守を徹底するため、コーポレート・ガ

バナンスの強化に努めております。また取締役会にて業務の適正性を確保する体制整備の基本方針として「内

部統制システム整備の基本方針」を定めており、その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っており

ます。

 

１．当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社取締役は、会社経営に関する重要事項および業務執行状況を当社の取締役会に報告して情報の共

有化を図り、それに関する意見を交換することにより、取締役会による取締役の業務執行の監督を充

実させる。

(2)当社の取締役会は、取締役会規程に従い取締役会に付議された議案が十分審議される体制をとり、会

社の業務執行に関する意思決定が法令および定款に適合することを確保する。また、当社の取締役ま

たは使用人が、子会社の取締役、監査役どちらか１名を兼務することで、子会社の業務の状況を把握

し、当社へ報告すべき事項を報告することにより、子会社取締役の職務の執行に係る事項の当社への

報告に関する体制を整備する。

(3)当社及び子会社の取締役を含む役職員は、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準としての企業

理念のほかコンプライアンスに関連する諸規程や体制を整備し、法令及び定款の遵守ならびに浸透を

図る。また、役職員に対して、重大な不祥事・事故について速やかに周知するほか、必要な教育を実

施する。

(4)当社の内部監査室は、コンプライアンス体制が有効に機能しているかを定期的に監査し、その結果を

取締役会に報告する。

(5)「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基づき市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力および団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応する。
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２．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)当社取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、法令および社内規則に則り作成、

保存、管理する。

(2)「株主総会」「取締役会」「経営会議」、その他の重要な会議における意思決定に係る情報、当社代

表取締役社長その他の重要な決裁に係る情報ならびに財務、その他の管理業務、リスクおよびコンプ

ライアンスに関する情報について、法令・定款および社内規程等に基づき、その保存媒体に応じた適

切かつ確実な検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持す

る。

 

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は、当社及び子会社の法令遵守やリスク管理についての徹底と指導を行う。組織としてリスク・

コンプライアンス委員会および内部監査室を設置し、リスクの状況把握・監視を行い、当社の取締役

会に対してリスク管理に関する事項を報告する。また、緊急事態発生時に必要な社内の連絡体制を整

備するほか、緊急事態への対処のため迅速な判断及び指示が必要なときは危機対策本部を設置して、

当社及び子会社の役職員に対し必要な指示および命令を行い、危機対策本部の下で連携協力して対処

する。

(2)子会社は、その業態やリスクの特性に応じてリスクマネジメントを推進する体制を整備し、適切にリ

スクマネジメントを実施する。当社は、子会社のリスクマネジメント全般を把握し、横断的に取り組

むべきリスクについて、必要な推進体制を整備する。

 

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社及び子会社の取締役会は権限分配を含めた効率的な業務遂行システムを構築し、職務執行の効率

化・迅速化を図る。

(2)当社の取締役会は、中期経営計画を設定し、代表取締役社長、取締役がその達成に向けて職務を遂行

した成果である実績を管理する。

(3)当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務の執行状況について

報告を行い、取締役の職務の執行について監視・監督を行う。また、職務の執行が効率的に行われる

ことを補完するため、関係する取締役、執行役員参加のもと経営に関する重要事項について協議する

経営会議を毎月１回以上開催する。

 

５．当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社及び子会社の使用人は、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準としての企業倫理のほかコ

ンプライアンスに関する行動規範を定め、コンプライアンスに関し法令等に違反する事案を発見した

場合にはこれを看過することのないよう、相談・通報窓口を設ける。

(2)適宜コンプライアンス研修を実施し、法令および定款の遵守ならびに浸透を図る。

(3)反社会的勢力に対しては断固たる行動をとることを周知徹底し、一切の関係遮断に向けた取組みを推

進する。

 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)当社は、関係会社管理規程を制定し、当該子会社の性質（上場・非上場、国内・海外、当社の出資比

率等）及び規模等に応じ、業務の適正を確保する体制を構築する。また、当社に子会社管理の担当部

署を置き、子会社の自主性を尊重するとともに、事業内容の定期的な報告と重要な案件についての事

前協議を行う。

(2)業務活動の適正性を監査する目的で、当社代表取締役社長直轄の内部監査室を当社に設置し、当社及

び子会社に対する監査を行う。主要な子会社においても、当該子会社の性質（上場・非上場、国内・

海外、当社の出資比率等）及び規模等に応じて内部監査機能を設置し当社の内部監査室と連携して、

部門及び子会社に対する監査を行う。

(3)当社の財務報告を統括する部門は、各子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育を推進

する。

(4)子会社に関する当社の経営に重要な影響を及ぼすリスクは、事業内容や規模に応じて必要なリスク管

理体制の整備を行い、企業集団内で職務遂行に伴うリスクが顕在化しないようリスクの一層の低減を

図る。

 

７．当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の業務が適切に行われ

るよう対応することとする。
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８．前項の使用人の当社取締役からの独立性及び当社監査役からの指示の実効性の確保に関する事項

(1)当該使用人の任命・評価・異動については、当社監査役の意見を尊重して行う。

(2)当該使用人は当社監査役の指揮命令に従うものとする。

(3)当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、当社監査役の業務を優先して従事するものとする。

 

９．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制

(1)当社の取締役及び使用人は、業務上の事故その他業務運営に影響を及ぼすと認められる重大な事項に

ついて速やかに当社監査役に報告を行うとともに、適時適切な情報提供を実施する。また、法令違反

その他のコンプライアンスに関する事案についての相談・通報内容についても、当社監査役に報告す

る体制を確保する。

(2)子会社の取締役及び使用人は、子会社の業務運営に影響を及ぼすと認められる重大な事項について速

やかに当社に報告し、その報告を受けた当社の担当部門は、当社監査役に報告する。

(3)当社監査役に報告を行った者に対しては、当該報告を理由とした不利益な取扱いをしない。また、当

社及び子会社において、相談・通報窓口に相談等を行った者に対しては、不利益な取扱いをしない旨

を定め、実効性を確保する。

 

10．当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行に必要な費用又は債務は当社が負担し、監査費用の前払い等の請求があった場合

は、速やかに当該費用の支給を行うものとする。

 

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、監査上の重要課題について意思疎通を行

うものとする。

(2)当社監査役は、必要に応じて会計監査人等外部の専門家と意見および情報の交換を行うことができる

ものとする。

(3)当社内部監査室は、「内部監査規程」に則り監査が実施できる体制を整備し、当社監査役との相互連

携を図る。

 

(b）リスク管理体制の整備状況

　イ．リスク管理体制の整備状況

当社は、持続的な成長を確保するためにリスク管理規程を定め、経営に重大な影響を及ぼすリスクを的確

に認識・評価するとともに、リスクに適切に対処し、ステークホルダーを含む社会や当社の経営への影響を

最小限に留めることを行動の基本としております。コーポレート本部が主管部署となり、各部門との情報共

有を行うことや、弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けられる体制を

整えており、リスクの早期発見と未然防止に努めております。また、想定されるリスクを洗い出し、それぞ

れのリスクの経済的損失・人的損失や社会的信用低下など影響力と発生頻度を評価し、対策に反映させてお

ります。

 

ロ．コンプライアンス体制の整備状況

当社は、コンプライアンス規程を定め、取締役及び従業員全員がコンプライアンスの担い手として、当社

行動指針に則りコンプライアンスの推進に取り組んでおります。また、これらの者がコンプライアンスを実

践する手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を作成するとともに、遵守すべき法令や社内規程等

に関する研修を定期的に実施し、コンプライアンスを重視する企業文化・理念の徹底を図っております。

コンプライアンス推進のために、コンプライアンス担当責任者を定め、リスク・コンプライアンス委員会

を組織し、運営を行っております。

法令や社内規程等に違反する行為、又はその恐れのある行為への迅速かつ適切な対処を図るため、通常の

報告ルートに加え、内部通報窓口を設置し、窓口として業務執行者でない常勤監査役及び外部窓口として顧

問弁護士を設定しており、社内外の報告・通報・相談を受け付けております。同時に、顧客や求職者情報を

保護するとともに、機密情報その他の情報を適切に管理するため、個人情報保護規程を定めプライバシー

マークを取得しております。

内部監査の実効性を確保するため、内部監査規程を定め被監査部門とは独立した内部監査室を設置してお

ります。内部監査室は年度ごとに策定する内部監査方針及び内部監査計画に基づき、当社のすべての業務を

対象とした内部監査を適切に実施し、必要に応じて対象部署に対して改善を指示しております。内部監査結

果及び改善状況等を定期的に代表取締役社長に報告しております。
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(c）責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定及び当社定款の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、社外取締役、社外監査役ともに、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善

意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

(d）補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

 

(e）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役及び監査役であり、保険料は全額当社が負担しております。当該

保険契約により被保険者である役員が、株主代表訴訟、第三者訴訟により、その職務の執行に関し責任を負う

こと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補することと

しております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当社が当該役員に対

して損害賠償責任を追及する場合は当該保険契約の免責事項としており、また、填補する額について限度額を

設けております。

 

(f）取締役の定数

　当社の取締役は５名以内とする旨を定款に定めております。

 

(g）取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定め

ております。また、解任の決議につきましては、定款において特別の定めを行っておりません。

 

(h）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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(i）取締役会の活動状況

定例の取締役会は月１回開催し、１回につき２時間程度をかけて重要事項について議論しております。当事

業年度における取締役会は16回開催しており、個々の取締役の出席状況については以下のとおりです。このほ

か会社法第370条及び当社定款第20条第３項の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議を

２回実施しました。

 

当事業年度における取締役会は16回開催しており、個々の取締役の出席状況については以下のとおりです。

地 位 氏 名 出 席 状 況

代表取締役 藪ノ　賢次 16／16回（100%）

取締役 鳥海　直樹 3／3回（100%）

社外取締役 吉崎　浩一郎 16／16回（100%）

社外取締役 嶋内　秀之 13／13回（100%）

(注) １．鳥海直樹氏については、2024年２月27日開催の株主総会において取締役を退任するまでに開催された

取締役会への出席回数を記載しております。

２．嶋内秀之氏については、2024年２月27日開催の株主総会において取締役に就任して以降の取締役会へ

の出席回数を記載しております。

 

当事業年度の取締役会においては、株主総会に関する事項や重要な組織・人事異動、M&A案件、その他経営

方針や事業における当社の重点課題に関する議論や、月次・四半期での業績・開示や各事業の進捗に関する報

告を行いました。

 

(j）剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配

当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

 

(k）中間配当の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会決議により

毎年５月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性5名　女性1名　（役員のうち女性の比率16.7％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 藪ノ　賢次 1980年５月２日生

2005年５月　有限会社ネクシティ設立

2007年12月　当社設立代表取締役

2016年２月　当社代表取締役社長ＣＥＯ

2021年２月　当社代表取締役社長（現任）

2022年10月　きゅういち株式会社　代表取締役社長

2023年３月　ワールドインワーカー株式会社　代表

取締役社長（現任）

2024年10月　きゅういち株式会社　取締役（現任）

(注)３ 1,048,800

取締役 吉崎　浩一郎 1966年11月28日生

1990年４月　三菱信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入行

1996年７月　日本ＡＴ＆Ｔ株式会社入社

1998年４月　シュローダー・ベンチャーズ株式会社

入社

2002年７月　株式会社ＭＫＳパートナーズ入社　

パートナー

2005年９月　カーライル・ジャパン・エルエルシー

入社

2009年10月　株式会社グロース・イニシアティブ設

立　代表取締役（現任）

2011年９月　株式会社アルフレックスジャパン　取

締役（現任）

2013年11月　株式会社海外需要開拓支援機構（クー

ルジャパン機構）　取締役

2015年９月　株式会社イード　取締役（現任）

2016年２月　当社取締役（現任）

2016年７月　ライフスタイルアクセント株式会社　

取締役（現任）

2017年２月　グロースポイント・エクイティＬＬＰ

設立　パートナー（現任）

2017年５月　株式会社Ｎｏ．１　取締役（現任）

2018年８月　株式会社ニューズ・ツー・ユーホール

ディングス　取締役（現任）

2022年３月　シルバーエッグ・テクノロジー株式会

社　取締役（現任）

2023年４月　窪田製薬ホールディングス株式会社　

取締役（現任）

2024年11月　モビルス株式会社　取締役（現任）

(注)３ －

取締役 嶋内　秀之 1973年７月30日生

1996年４月　オリックス株式会社入社

2009年９月　株式会社アントレプレナーファクト

リー設立　代表取締役（現任）

2009年９月　立命館大学経営学部　非常勤講師

2009年９月　立命館大学大学院経営管理研究科　非

常勤講師

2013年12月　当社監査役

2023年９月　立命館大学大学院経営管理研究科　客

員教授（現任）

2024年２月　当社取締役（現任）

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 遠藤　隆史 1975年８月１日生

1998年９月　社団法人レジャー・スポーツダイビン

グ産業協会入職

2003年４月　株式会社サンダス・リゾート（現ウィ

ンダム・デスティネーションズ・ジャ

パン株式会社）入社

2010年５月　株式会社エポック・ジャパン（現株式

会社家族葬のファミーユ）入社

2014年４月　当社入社

2014年７月　当社人材紹介事業部（現ＨＲ事業本部

人材紹介部）　課長

2017年２月　当社人材紹介事業部（現ＨＲ事業本部

人材紹介部）　部長代理

2018年12月　当社内部監査室　室長

2019年７月　当社仮監査役

2020年２月　当社内部監査室　室長

2021年２月　当社監査役（現任）

2022年10月　きゅういち株式会社　監査役（現任）

2023年３月　ワールドインワーカー株式会社　監査

役（現任）

(注)４ 200

監査役 福本　洋一 1975年９月12日生

2003年10月　弁護士登録

　　　　　　第一法律事務所（現弁護士法人第一法

律事務所）　入所

2014年１月　弁護士法人第一法律事務所　パート

ナー（現任）

2016年２月　特定非営利活動法人日本システム監査

人協会　理事（現任）

2017年２月　当社監査役（現任）

2024年６月　フローバル株式会社　監査役（現任）

(注)４ －

監査役 山田　琴江 1983年３月24日生

2006年３月　監査法人トーマツ（現有限責任監査法

人トーマツ）入所

2015年10月　Fringe81株式会社（現Unipos株式会

社）監査役

2019年12月　ブリッジコンサルティンググループ株

式会社　監査役

2021年12月　同社　取締役監査等委員（現任）

2024年２月　当社監査役（現任）

(注)５ －

計 1,049,000

　（注）１．取締役吉崎浩一郎氏、嶋内秀之氏は、社外取締役であります。

２．監査役福本洋一氏、山田琴江氏は、社外監査役であります。

３．任期は、2025年２月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。

４．任期は、2025年２月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。

５．任期は、2024年２月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。
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②社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役及び社外監査役は、社内の視点に偏らない客観的な立場から、経営者や専門家として豊富な経験や

幅広い見識に基づき、経営上の助言を行い、また、取締役の業務執行に対する監督機能及び監査役の監査機能を

強化し、コーポレート・ガバナンスを健全に機能させることが役割と考えております。これらの社外取締役、社

外監査役と当社の間には、特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反の生じるおそれのないことから、株式会

社東京証券取引所に独立役員として指定し、届け出ております。

社外取締役の吉崎浩一郎氏は、株式会社グロース・イニシアティブの代表取締役であり、会社経営に関する豊

富な経験と見識から、当社の経営の監督と助言を行うことを期待して選任しております。なお、同氏と当社の間

には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はありません。

社外取締役の嶋内秀之氏は、株式会社アントレプレナーファクトリーの代表取締役であるとともに、立命館大

学大学院経営管理研究科の客員教授を務められ、会社経営に関する豊富な知識と経験を有していることから、当

社の経営に関する適切なモニタリングを行うことを期待して選任しております。株式会社アントレプレナーファ

クトリーと当社との間には動画制作等の取引がありますが、その取引額は当社の当期売上高の0.1％未満であ

り、極めて僅少であります。

社外監査役の福本洋一氏は、長年にわたり弁護士業務の経験を重ね、また特定非営利活動法人日本システム監

査人協会の理事を務めるなど、豊富な知識と幅広い経験を有していることから、当社の経営に関する適切なモニ

タリングを行うことを期待して選任しております。なお、同氏と当社の間には、人的関係、資本的関係又は取引

関係その他利害関係はありません。

社外監査役の山田琴江氏は、ブリッジコンサルティンググループ株式会社の取締等監査委員を務められ、公認

会計士としての会計に関する知識及び他社での常勤監査役として培った経験と高い見識を有していることから、

当社のコーポレート・ガバナンスの強化・充実に寄与することを期待して選任しております。ブリッジコンサル

ティンググループ株式会社と当社との間にはコンサルティング業務委託の取引がありますが、その取引額は当社

の当期売上高の0.1％未満であり、極めて僅少であります。

 

③社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係につきましては、相互の連携を図るために定期的に意見交換及び情報交換を行っており、十分

な連携が取れていると考えております。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

当社は監査役会設置会社であり、提出日現在、常勤監査役１名と非常勤監査役２名（社外監査役）で構成され

ております。なお、非常勤監査役福本洋一氏は、弁護士資格を有しており、企業法務及び内部統制に関する相当

程度の知見を有するものであります。また、非常勤監査役山田琴江氏は、公認会計士資格を有しており、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

各監査役は、法令・定款・監査役会規程に準拠し、監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づき、会

計監査人及び内部監査室と連携を取りながら、監査の実効性と効率性の向上に努め、取締役の業務執行の監査、

監督を行っております。

 

当社の監査役会は原則として月１回開催され、必要に応じて随時開催することとしております。当事業年度に

おける監査役会は13回開催しており、個々の監査役の出席状況については以下のとおりです。

地 位 氏 名 出 席 状 況

常勤監査役 遠藤　隆史 13回／13回

社外監査役 嶋内　秀之 3回／3回

社外監査役 福本　洋一 13回／13回

社外監査役 山田　琴江 10回／10回

　　　　（注）嶋内秀之氏については、2024年2月27日開催の定時株主総会において監査役を退任するまで、また、山田

琴江氏については、2024年2月27日開催の定時株主総会において監査役に就任して以降の監査役会への出席回数

を記載しております。

 

監査役会では、策定した監査の方針及び監査計画に基づき、以下のような監査活動を実施しました。

実施した監査業務の報告の他、内部統制体制の整備・運用状況、リスク認識についてのディスカッション、会

計監査人や内部監査室との連携・情報共有、各取締役や執行役員との意見交換を実施しております。なお、当事

業年度においては、重要監査項目として、意思決定プロセスの妥当性、リスク管理体制の運用状況、コンプライ

アンス推進状況の確認等について、取り組みました。会計監査人からは、監査計画、識別されたリスクの内容、

監査上の主要な検討事項（KAM）、四半期レビューの結果、年度監査結果の報告を受け、その他随時意見交換を

実施しました。

　また、常勤監査役は、監査役会の議長を務め審議を進めるほか、経営会議やリスク・コンプライアンス委員会

といった重要な会議への出席、代表取締役社長との意見交換、重要書類の閲覧や役職員へのヒアリングといった

日常の業務監査を実施し、非常勤監査役へ随時情報を発信するなどして情報共有に努めております。子会社につ

いては、子会社の取締役等と情報交換を図るとともに、重要書類を閲覧するなどして事業及び財産の状況を調査

しました。

 

②内部監査の状況

当社は、代表取締役社長直轄の部署として内部監査室（１名）を設置しております。内部監査担当者は、当社

が定める内部監査規程に基づき、年間内部監査計画を策定し、被監査部署である各部署に対して年１回以上業務

監査が行えるようにスケジュールを組み実施しております。また、監査結果及び改善事項について、代表取締役

社長へ報告を行い、各部署に対して改善事項の通知と改善状況のフォローアップを行っております。

内部監査の実効性を確保するための取組としましては、内部監査室の監査結果について、常勤監査役への報告

及び適宜取締役会にて報告を行う体制としております。また、内部監査室は、三様監査の観点から会計監査人と

定期的または必要に応じて随時打合せ、意見交換を実施し、内部監査の発見事項等の共有を行い、緊密な連携関

係の構築に努めております。

 

③会計監査の状況

(a）監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 

(b）継続監査期間

３年間
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(c）業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　　古田　賢司

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　　花輪　大資

 

(d）監査業務に係る補助者の構成

当社の監査業務に係る主な補助者は、公認会計士４名、その他17名となっております。

 

(e）監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選定については、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策

定に関する監査役等の実務指針」等を参考として、会計監査人候補を総合的に評価し、会計監査人の選定を

行っております。

 

(f）監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、会社法等関

連規定の遵守、監査法人の業務執行体制・品質管理体制、監査業務執行の妥当性及び監査報酬の水準を考慮

し、総合的に判断しております。

 

④監査報酬の内容等

(a）監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 25,460 － 24,110 －

連結子会社 － － － －

計 25,460 － 24,110 －

 

(b）監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬

該当事項はありません。

 

(c）その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

(d）監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、当社の事業規模や業務の特性、監査公

認会計士等の監査計画、監査内容、監査日数等の諸要素を総合的に勘案し、監査役の同意の上、監査報酬を

決定しております。

 

(e）監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

会計監査人から監査計画について説明を受け、内容及び工数等につき妥当と判断したためであります。

 

（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の報酬は、固定報酬と賞与からなる基本報酬と、インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬及びストッ

クオプション報酬からなる非金銭報酬等で構成されており、次のとおりであります。なお、業績連動報酬は設け

ておりません。

 

(a）基本報酬について

基本報酬の個別支給額は、株主総会の決議による取締役の報酬総額の限度内で決定しております。決定方針

としては、当社の業績、事業環境、当該取締役の役割や職責、業界水準等を総合的に勘案して、事前に取締役

会にて経営幹部陣に対する評価、報酬決定の背景等を説明した上で、取締役会から一任を受けた代表取締役社

長が決定する手続きとなっております。なお、取締役の報酬限度額は、2017年３月28日開催の臨時株主総会に

て、年額100百万円以内と決議（当該株主総会終結時の員数は４名であります。）しております。

賞与につきましては、求められる能力と責任に見合った水準等を総合的に勘案して、事前に取締役会にて経

営幹部陣に対する評価、報酬決定の背景等を説明したうえで、取締役会決議により代表取締役社長である藪ノ
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賢次氏に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任することとしております。なお、当事業年度におきまし

て支給はありません。

また、監査役の報酬限度額は、2018年２月23日開催の第10期定時株主総会において年額20百万円以内と決議

しており、経営に対する独立性の強化を目的に基本報酬のみで構成され、監査役個々の基本報酬額は、監査役

の協議により決定しております。

 

(b）非金銭報酬等について

非金銭報酬等は、事前交付型の譲渡制限付株式とストックオプション報酬としております。譲渡制限付株式

については、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と、株主の皆様

との一層の価値共有を進めることを目的として社外取締役を除く取締役に付与することとしております。当社

は2019年２月22日開催の第11回定時株主総会において、従来の取締役の報酬等とは別枠として、当社の取締役

（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式報酬の導入を決議しております。

また、譲渡制限付株式の割当のための金銭報酬債権の総額は年額25百万円以内として決議しており、取締役

の個人別の報酬等については役割や職責に応じて、総合的に勘案して取締役会にて決定しております。なお、

この譲渡制限付株式報酬につきましては、取締役会にて役員報酬制度の見直しを行なうべく、外部専門機関の

指導・助言を受け、数回にわたり議論を重ね、同制度の導入決議に至っております。

ストックオプション報酬については、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与え

るとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、職責に応じてストックオプ

ションとしての新株予約権を支給しております。当社は2021年11月26日開催の臨時株主総会において、取締役

に対するストックオプションとしての新株予約権付与のための報酬額として年額50百万円以内（うち、社外取

締役に対しては10百万円以内）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名（うち、

社外取締役１名）であります。

 

(c）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法につきましては、代表取締役社長である藪ノ賢次氏が取

締役会の委任決議に基づき、当該事業年度における各取締役の業績評価を行い、その結果を反映し、株主総会

にて決議された報酬年額の範囲内にて個人別支給額を決定しております。代表取締役社長である藪ノ賢次氏に

委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の評価を行うには代表取締役社長が適していると

判断したためであります。

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬額の決定にあたっては、取締役会で決議された決定方針と整合して

いることを確認しており、かつ取締役会での審議を経ることにより恣意的な運用とならないよう努めているこ

とから、取締役会はその内容が当該決定方針に沿うものであると判断しております。

 
②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

対象となる

役員の員数

（人）基本報酬

非金銭報酬等

譲渡制限付株式

報酬

ストックオプ

ション

取締役

（社外取締役を除く。）
42,000 42,000 － － 2

監査役

（社外監査役を除く。）
10,200 10,200 － － 1

社外役員 16,700 16,700 － － 4

 

③役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 

（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的として保有する株式を純投

資目的である投資株式とし、それら以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しております。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
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(a）保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

　上場株式を保有していないため、省略しております。
 

(b）銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 1 0

非上場株式以外の株式 － －

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

　該当事項はありません。

 
 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　該当事項はありません。

 

(c）特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資である株式投資

　　該当事項はありません。

 

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外に変更したもの

　　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外から純投資目的に変更したもの

　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下、「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年12月１日から2024年11月30日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年12月１日から2024年11月30日まで）の財務諸表について、太陽有限責任

監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更に的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人やディスクロー

ジャー支援会社が主催するセミナーへの参加や会計情報誌の購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 2,118,796 ※２ 2,237,162

売掛金 196,564 188,728

未収入金 28,444 103,846

商品及び製品 291,994 213,546

原材料及び貯蔵品 7,495 8,487

短期貸付金 120,000 －

前払費用 22,026 38,916

その他 2,508 1,204

貸倒引当金 △1,280 △3,046

流動資産合計 2,786,549 2,788,846

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※３ 67,607 ※３ 104,903

機械装置及び運搬具（純額） ※３ 21,680 ※３ 197,541

工具、器具及び備品（純額） ※３ 8,993 ※３ 24,409

土地 49,733 49,733

リース資産（純額） ※３ 15,182 ※３ 11,808

有形固定資産合計 163,198 388,396

無形固定資産   

商標権 1,213 1,083

ソフトウエア 98,394 370,163

ソフトウエア仮勘定 205,924 46,820

のれん － 47,555

無形固定資産合計 305,531 465,622

投資その他の資産   

関係会社株式 ※１ 5,000 －

投資有価証券 99,980 0

敷金及び保証金 27,020 67,890

長期前払金 － 4,950

繰延税金資産 54,153 41,711

その他 105 137

投資その他の資産合計 186,259 114,688

固定資産合計 654,989 968,708

資産合計 3,441,539 3,757,554
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 24,854 6,536

未払金 107,571 104,835

未払費用 78,254 120,835

短期借入金 ※４ 392,750 ※４ 225,000

１年内返済予定の長期借入金 137,436 288,164

未払法人税等 55,038 48,199

未払消費税等 4,646 37,161

契約負債 121,622 88,177

預り金 10,703 19,908

リース債務 3,233 3,516

賞与引当金 41,193 47,623

返金負債 4,502 4,603

その他 － 12

流動負債合計 981,806 994,574

固定負債   

長期借入金 897,519 1,232,185

リース債務 13,693 10,176

資産除去債務 11,146 27,349

繰延税金負債 10,472 －

固定負債合計 932,830 1,269,710

負債合計 1,914,637 2,264,285

純資産の部   

株主資本   

資本金 760,463 762,273

資本剰余金 753,463 755,273

利益剰余金 △26,362 △70,140

自己株式 △273 △273

株主資本合計 1,487,291 1,447,132

新株予約権 39,611 46,136

純資産合計 1,526,902 1,493,269

負債純資産合計 3,441,539 3,757,554
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

売上高 ※１ 2,665,054 ※１ 3,276,685

売上原価 ※３ 670,814 ※３ 1,033,790

売上総利益 1,994,239 2,242,894

販売費及び一般管理費 ※２ 1,703,810 ※２ 2,149,474

営業利益 290,428 93,420

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,257 232

利子補給金 5,000 3,600

還付加算金 2,797 －

受取賃貸料 2,598 4,538

違約金収入 1,473 －

キャッシュバック収入 － 2,160

その他 1,239 1,692

営業外収益合計 14,367 12,225

営業外費用   

支払利息 16,682 22,297

その他 399 170

営業外費用合計 17,082 22,468

経常利益 287,714 83,177

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 162 ※４ 1,311

新株予約権戻入益 － 7,100

負ののれん発生益 2,264 －

補助金収入 － ※５ 89,333

特別利益合計 2,426 97,744

特別損失   

固定資産除却損 309 5,880

投資有価証券評価損 － 99,980

特別損失合計 309 105,861

税金等調整前当期純利益 289,831 75,061

法人税、住民税及び事業税 57,068 70,313

法人税等調整額 △34,609 1,970

法人税等合計 22,459 72,283

当期純利益 267,372 2,778

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 267,372 2,778
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

当期純利益 267,372 2,778

包括利益 267,372 2,778

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 267,372 2,778

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 744,143 737,143 △293,734 △230 1,187,321

当期変動額      

新株の発行（新株予約権の
行使）

16,320 16,320   32,640

親会社株主に帰属する当期
純利益   267,372  267,372

自己株式の取得    △42 △42

連結範囲の変動     －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 16,320 16,320 267,372 △42 299,970

当期末残高 760,463 753,463 △26,362 △273 1,487,291

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 17,182 1,204,503

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の
行使）

 32,640

親会社株主に帰属する当期
純利益  267,372

自己株式の取得  △42

連結範囲の変動  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

22,428 22,428

当期変動額合計 22,428 322,399

当期末残高 39,611 1,526,902
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当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 760,463 753,463 △26,362 △273 1,487,291

当期変動額      

新株の発行（新株予約権の
行使）

1,809 1,809   3,619

親会社株主に帰属する当期
純利益   2,778  2,778

自己株式の取得   －  －

連結範囲の変動   △46,556  △46,556

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 1,809 1,809 △43,778 － △40,158

当期末残高 762,273 755,273 △70,140 △273 1,447,132

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 39,611 1,526,902

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の
行使）

 3,619

親会社株主に帰属する当期
純利益  2,778

自己株式の取得  －

連結範囲の変動  △46,556

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

6,525 6,525

当期変動額合計 6,525 △33,633

当期末残高 46,136 1,493,269
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 289,831 75,061

減価償却費 34,805 98,253

のれん償却額 － 5,594

株式報酬費用 22,428 13,625

利子補給金 △5,000 △3,600

受取賃貸料 △2,598 △4,538

還付加算金 △2,797 －

違約金収入 △1,473 －

新株予約権戻入益 － △7,100

補助金収入 － △89,333

キャッシュバック収入 － △2,160

投資有価証券評価損益（△は益） － 99,980

有形固定資産売却損益（△は益） △162 △1,311

有形固定資産除却損 309 5,880

負ののれん発生益 △2,264 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △42 1,765

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,238 6,430

返金負債の増減額（△は減少） 1,502 100

受取利息及び受取配当金 △1,257 △232

支払利息 16,682 22,297

売上債権の増減額（△は増加） △116,062 15,889

棚卸資産の増減額（△は増加） △190,057 77,455

未収入金の増減額（△は増加） 3,797 23,151

前払費用の増減額（△は増加） △5,789 △15,826

仕入債務の増減額（△は減少） 24,854 △18,317

契約負債の増減額（△は減少） 12,640 △36,332

未払金の増減額（△は減少） 26,892 35

未払費用の増減額（△は減少） 19,964 38,966

未払消費税等の増減額（△は減少） △53,825 32,515

その他 △3,953 13,586

小計 73,663 351,835

利子補給金の受取額 5,000 3,600

賃貸料の受取額 2,598 4,538

違約金収入の受取額 1,473 －

キャッシュバック収入の受取額 － 2,160

利息及び配当金の受取額 1,256 232

利息の支払額 △16,966 △22,199

法人税等の支払額 △41,700 △85,217

法人税等の還付及び還付加算金の受取額 2,907 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,232 254,951

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △51,445

定期預金の払戻による収入 － 52,081

敷金及び保証金の差入による支出 － △54,955

敷金及び保証金の回収による収入 － 15,485

有形固定資産の取得による支出 △44,603 △253,800

有形固定資産の売却による収入 255 1,356

無形固定資産の取得による支出 △168,995 △170,980

事業譲受による支出 ※２ △84,892 －

投資有価証券の取得による支出 △99,980 △0

関係会社貸付けによる支出 △120,000 －

資産除去債務の履行による支出 △4,940 △5,129

その他 △2,534 △31

投資活動によるキャッシュ・フロー △525,690 △467,419
 

  （単位：千円）
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前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △187,250 △167,750

長期借入れによる収入 500,000 732,000

長期借入金の返済による支出 △61,705 △246,606

株式の発行による収入 32,536 3,619

自己株式の取得による支出 △42 －

リース債務の返済による支出 △1,629 △3,233

財務活動によるキャッシュ・フロー 281,909 318,029

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △215,548 105,561

現金及び現金同等物の期首残高 2,274,719 2,059,171

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 13,441

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,059,171 ※１ 2,178,174
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　2社

主要な連結子会社の名称　　きゅういち株式会社、ワールドインワーカー株式会社

　当連結会計年度より、ワールドインワーカー株式会社の重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。

 

(2）非連結子会社の状況

該当事項はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。

 

(2）持分法を適用しない非連結子会社数

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のきゅういち株式会社、ワールドインワーカー株式会社の決算日は８月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

関係会社株式・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法

 

②棚卸資産

商品及び製品・・・総平均法

原材料及び貯蔵品・・・総平均法

（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下になります。

建物　　　　　　　　　　　２年～18年

機械装置及び運搬具　　　　２年～26年

工具、器具及び備品　　　　２年～15年

 

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下になります。

商標権　　　　　　　　　　10年

自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間(５年～10年)

のれん　　　　　　　　　　10年
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③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

②賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上しており

ます。

 

(4）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点は以下のとおりです。

 

①人材紹介サービス

顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が求人企業に入社した時点で収益を

認識しております。なお、顧客から受け取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収

益の額として、売上高に返金実績率を乗じた額を返金負債に計上しております。

 

②求人広告サービス

主として顧客である求人企業に対して、当社が運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供してお

り、掲載開始時点で収益を認識しております。一部プランについては、契約期間に応じて収益を認識して

おります。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

 

③スカウトサービス

主として顧客である求人企業に対して、当社が運営するスカウトサービスを利用できる権利を顧客企業

に提供しており、サイトの利用開始時点から契約期間に応じて収益を認識しております。また、付随する

オプションについては付与時もしくは利用開始時に収益を認識しております。なお、サービス提供前に顧

客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

 

④採用総合支援サービス

主として顧客である求人企業に対して、採用戦略の立案から人材採用に至るまでの各種サービス（既存

の人材紹介サービス、求人広告サービス、スカウトサービスを組み合わせた採用支援及び採用業務代行、

関連する採用コンテンツの制作等）を総合的に提供しており、契約期間に応じて収益を認識しておりま

す。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

 

⑤ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

連結子会社のきゅういち株式会社において、主として顧客である商社や食品メーカー等に対し、水産物

の冷凍加工及び販売を行っております。商品の販売については、顧客との契約に基づき約束した各商品の

支配が顧客に移転した時点で、各商品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。な

お、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しておりま

す。

 

⑥のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年にわたって均等償却しております。

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

（クックビズ株式会社の繰延税金資産の回収可能性）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 （単位：千円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 54,153 41,711

うち、クックビズ株式会社の

繰延税金資産
54,153 36,323

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り及びタッ

クス・プランニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。なお、当社グループは過

去、直近の業績及び将来の見通しに基づき、翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積り、翌期の一時差

異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を計上しております。

②主要な仮定

将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎として行っており、そこでの主要な仮定は、HR事業におけ

る紹介数及び紹介単価であります。

紹介数及び紹介単価の見積りにあたっては、外食産業における求人倍率や消費経済活動等の市場の動向

を勘案しつつ、当社が用いている内部の情報を総合的に勘案し見積っております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当連結会計年度末時点で入手可能な情報に基づいた最善の見積りであるものの、見積りに用いた前提条

件や仮定は不確実性が高いと判断しております。その見積りの前提にした条件や仮定に変更が生じ、今

後、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の計上金額に重要な影響を与える可能性

があります。

 

（ワールドインワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

当社グループは、ワールドインワーカー株式会社においてのれんを含む固定資産を計上しております。

 （単位：千円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 － 3,439

のれん － 47,555

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループは、原則として独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって資産のグルーピ

ングをしており、連結子会社にあっては主に、それぞれの会社を１つの独立したグルーピングの単位とし

ております。また、これらののれんを含む固定資産は規則的に減価償却されますが、減損の兆候があると

認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんを含む固

定資産の帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しております。その結果、割引

前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上します。

当連結会計年度末において、継続的な営業損益のマイナスにより、ワールドインワーカーが保有するの

れんを含む固定資産に減損の兆候が認められましたが、ワールドインワーカー株式会社の将来の事業計画

を基礎として算定した割引前将来キャッシュ・フローの総額とワールドインワーカー株式会社の固定資産

の帳簿価額にのれんの帳簿価額を加えた金額を比較した結果、当該割引前将来キャッシュ・フローの総額

が上回るため、減損損失は認識していません。

②主要な仮定

減損損失の認識の要否の判定において利用する割引前将来キャッシュ・フローにおける主要な仮定は、

事業計画におけるワールドインワーカー株式会社の顧客への紹介者の入社人数見込みであります。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当社グループは当連結会計年度末において、減損の兆候の識別、減損損失の認識にあたっては慎重に検

討しており、上記の割引前将来キャッシュ・フローの見積りは合理的と判断しておりますが、市場環境の
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変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結財務諸表に

重要な影響を与える可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の

全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準

を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性

が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指した

リース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

2028年11月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

関係会社株式 5,000千円 －千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

定期預金 60,624千円 59,988千円

（注）きゅういち株式会社において事業を行うための営業保証金として定期預金を預けております。

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 45,454千円 87,998千円
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※４　当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当連結会計年度

（2024年11月30日）

当座貸越契約の総額 442,000千円 350,000千円

借入実行残高 342,750 225,000

差引額 99,250 125,000

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項　（収益認識関係）　１．顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

給与手当 515,839千円 693,289千円

賞与引当金繰入額 75,871 88,325

広告宣伝費 334,158 375,929

減価償却費 22,614 18,774

貸倒引当金繰入額 37 1,936

業務委託費 205,372 177,358

 

※３　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

前連結会計年度
（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

5,334千円 24,898千円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

工具、器具及び備品 －千円 203千円

機械装置及び運搬具 162 1,108

 

※５　補助金収入

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

　補助金収入は、当社の連結子会社であるきゅういち株式会社に対する「ALPS処理水関連の水産業の緊急国内

加工体制の強化対策事業補助金」の交付によるものであります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,742,691 48,000 － 2,790,691

合計 2,742,691 48,000 － 2,790,691

自己株式     

普通株式 7,021 33 － 7,054

合計 7,021 33 － 7,054

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加48,000株は、新株予約権の行使によるものです。

　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加33株は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

2021年第４回ストッ

ク・オプションとして

の新株予約権

－ － － － － 34,364

2023年第５回ストッ

ク・オプションとして

の新株予約権

－ － － － － 5,247

合計 － － － － － 39,611
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当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,790,691 4,350 － 2,795,041

合計 2,790,691 4,350 － 2,795,041

自己株式     

普通株式 7,054 － － 7,054

合計 7,054 － － 7,054

(注)普通株式の発行済株式総数の増加4,350株は、新株予約権の行使によるものです。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

2021年第４回ストッ

ク・オプションとして

の新株予約権

－ － － － － 27,264

2023年第５回ストッ

ク・オプションとして

の新株予約権

－ － － － － 10,851

2024年第６回ストッ

ク・オプションとして

の新株予約権

－ － － － － 8,020

合計 － － － － － 46,136

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

現金及び預金勘定 2,118,796千円 2,237,162千円

預け金 1,000 1,000

預入期間が３か月を超える定期預金 △60,624 △59,988

現金及び現金同等物 2,059,171 2,178,174

（注）預け金は流動資産のその他に含まれております。
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※２　事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

当社グループが事業譲受により取得した資産及び負債の内訳並びに事業譲受の対価と事業譲受に

よる支出は次のとおりです。

 
 

流動資産 －千円

固定資産 114,113 

流動負債 － 

固定負債 △26,957 

負ののれん △2,264 

事業の譲受価額 84,892 

現金及び現金同等物 － 

事業譲受による支出 84,892 

　
 

当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産　全社で使用するパソコンであります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）　４．会計方針に関する

事項　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

主に、人材サービスを行うために必要な資金を調達しております。資金運用については短期的な預金等

に限定し、必要資金については銀行からの借入又は第三者割当増資による調達を行う方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。敷金及び保証金は建

物賃貸借契約等に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び

未払金は、全てが１年以内の支払期日であります。

投資有価証券は、非上場株式であり、企業の信用リスクに晒されております。

借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後12年であります。借

入金については、金利の変動リスクに晒されております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金の調達等を目的としたもので

あり、償還日は最長で決算日後4年であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

当社グループは、リスク管理規程に従い、営業債権である売掛金及び未収入金について、取引先ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことでリスクの

軽減を図っております。また、敷金及び保証金について、差入先の信用状況を定期的に把握することでリ

スクの軽減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金について、手元流動性を維持すること等により、流動性リスクを管理

しております。また、借入金については、定期的に残高と金利の動向を把握し、必要に応じて資金繰り計

画を作成するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2023年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）敷金及び保証金 27,020 26,545 △475

資産計 27,020 26,545 △475

(2）長期借入金 1,034,955 998,272 △36,682

(3）リース債務 16,927 13,489 △3,438

負債計 1,051,882 1,011,761 △40,120

(注)１．「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「短期貸付金」「買掛金」「未払金」「短期借入金」「未

払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

２．長期借入金及びリース債務には、１年内返済予定分を含んでおります。

３．市場価格のない株式等は上記には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下

の通りであります。

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（2023年11月30日）

非上場株式 99,980

非連結子会社株式 5,000

 

当連結会計年度（2024年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）敷金及び保証金 67,890 66,892 △998

資産計 67,890 66,892 △998

(2）長期借入金 1,520,349 1,481,787 △38,561

(3）リース債務 13,693 11,427 △2,265

負債計 1,534,042 1,493,214 △40,827

(注)１．「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払金」「短期借入金」「未払法人税等」

「未払消費税等」「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．長期借入金及びリース債務には、１年内返済予定分を含んでおります。

３．市場価格のない株式等は上記には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下

の通りであります。

（単位：千円）

区分
当連結会計年度

（2024年11月30日）

非上場株式 0

 

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

 69/108



３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2023年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,118,796 － － －

売掛金 196,564 － － －

未収入金 28,444 － － －

短期貸付金 120,000 － － －

敷金及び保証金 3,817 14,364 6,838 2,000

合計 2,467,622 14,364 6,838 2,000

 

当連結会計年度（2024年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,237,162 － － －

売掛金 188,728 － － －

未収入金 103,846 － － －

短期貸付金 － － － －

敷金及び保証金 － 65,890 － 2,000

合計 2,529,737 65,890 － 2,000

 

４．長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予

定額

前連結会計年度（2023年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 392,750 － － － － －

長期借入金 137,436 161,796 161,796 158,256 100,111 315,560

リース債務 3,233 3,516 3,820 4,149 2,206 －

合計 533,419 165,312 165,616 162,405 102,317 315,560

 

当連結会計年度（2024年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 225,000 － － － － －

長期借入金 288,164 294,011 288,164 246,519 129,691 273,800

リース債務 3,516 3,820 4,149 2,206 － －

合計 516,680 297,831 292,313 248,725 129,691 273,800
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５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

前連結会計年度（2023年11月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1）敷金及び保証金 － 26,545 － 26,545

資産計 － 26,545 － 26,545

(2）長期借入金 － 998,272 － 998,272

(3）リース債務 － 13,489 － 13,489

負債計 － 1,011,761 － 1,011,761

 

当連結会計年度（2024年11月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1）敷金及び保証金 － 66,892 － 66,892

資産計 － 66,892 － 66,892

(2）長期借入金 － 1,481,787 － 1,481,787

(3）リース債務 － 11,427 － 11,427

負債計 － 1,493,214 － 1,493,214

(1）敷金及び保証金

建物の賃貸借契約時に差し入れている敷金及び保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長

期の債券の利回りで割り引いた現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(2）長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。また、期末日直近の借入れについては、当社の信用状態

は実行後大きく異なっておらず、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）リース債務

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

 71/108



（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2023年11月30日）

非上場の投資有価証券（連結貸借対照表計上額　99,980千円）は、市場価格のない株式等であることか

ら、記載しておりません。

 

当連結会計年度（2024年11月30日）

非上場の投資有価証券（連結貸借対照表計上額　0千円）は、市場価格のない株式等であることから、

記載しておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

当連結会計年度において、投資有価証券について99,980千円（その他有価証券の非上場株式）減損処理

を行っております。なお、非上場株式の減損処理にあたっては、発行会社の財政状態等を勘案して実質

価額の回復可能性を検討し、回復可能性がないと判断されるものについては実質価額まで減損処理を

行っております。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

販売費及び一般管理費 22,428 13,625

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

新株予約権戻入益 － 7,100

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
2014年ストック・オ

プション
2017年ストック・オ

プション
2021年ストック・オ

プション
2023年ストック・オ

プション
2024年ストック・オ

プション

付与対象者の区

分及び人数

当社取締役１名

当社従業員１名

当社取締役１名

当社従業員102名

当社取締役２名

当社従業員12名

当社従業員13名 当社従業員８名

株式の種類別の

ストック・オプ

ションの数(注)

普通株式

116,000株

普通株式

87,250株

普通株式

63,000株

普通株式

27,000株

普通株式

24,500株

付与日 2014年８月22日 2017年３月10日 2021年12月23日 2023年３月22日 2024年２月27日

権利確定条件

付与日から権利確

定日まで継続して

勤務しているこ

と。

付与日から権利確

定日まで継続して

勤務しているこ

と。

付与日から権利確

定日まで継続して

勤務しているこ

と。

付与日から権利確

定日まで継続して

勤務しているこ

と。

付与日から権利確

定日まで継続して

勤務しているこ

と。

対象勤務期間
対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

権利行使期間
2016年８月22日～

2024年８月21日

2019年３月10日～

2027年２月24日

2023年11月27日～

2031年11月26日

2025年２月28日～

2033年２月27日

2026年２月28日～

2034年２月27日

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（2024年11月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 

①　ストック・オプションの数

 
2014年ストック・

オプション
2017年ストック・

オプション
2021年ストック・

オプション
2023年ストック・

オプション
2024年ストック・

オプション

権利確定前 （株）      

前連結会

計年度末
 － － － 24,500 －

付与  － － － － 24,500

失効  － － － 5,000 －

権利確定  － － － － －

未確定残  － － － 19,500 24,500

権利確定後 （株）      

前連結会

計年度末
 20,000 15,490 60,500 － －

権利確定  － － － － －

権利行使  3,000 1,350 － － －

失効  17,000 50 12,500 － －

未行使残  － 14,090 48,000 － －

②　単価情報

 
2014年ストック・

オプション
2017年ストック・

オプション
2021年ストック・

オプション
2023年ストック・

オプション
2024年ストック・

オプション

権利行使価格 （円） 680 1,170 1,377 1,122 1,614

行使時平均株価 （円） 1,395 1,504 － － －

付与日における

公正な評価単価
（円） － － 568 636 873
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1）2014年ストック・オプション及び2017年ストック・オプションの付与日時点においては、当社は未公開

企業であったため、ストック・オプションの公正な評価単価は、単位当たりの本源的価値により算定し

ております。

また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、当社株式の評価額から権利行使価格を控除する方法で算

定しており、当社株式の評価方法は、2014年ストック・オプションについては、直近の第三者間の取引

価格、2017年ストック・オプションについては、DCF法（ディスカウント・キャッシュ・フロー法）に

より算出した価格によっております。

(2）当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

①使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

 2024年ストック・オプション

株価変動性　　　（注）１ 59.85％

予想残存期間　　（注）２ ６年

予想配当　　　　（注）３ 0円／株

無リスク利子率　（注）４ 0.357％

（注）１．６年間（2018年３月から2024年２月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．権利行使までの期間を合理的に見積もることができないため、算定時点から権利行使期間の

中間点までの期間を予想残存期間として推定し見積もっております。

３．2023年11月期の配当実績によっております。

４．評価基準日における償還年月日2030年２月20日に対応する国債利回りを基礎としておりま

す。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採

用しております。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における

本源的価値の合計額

(1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　 －千円

(2）当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額　　　2,595千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
 

当連結会計年度
（2024年11月30日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注）２ 205,812千円  215,452千円

投資有価証券評価損 －  30,574

賞与引当金 12,691  14,820

減損損失 2,628  1,644

商品評価損 1,827  7,018

返金負債 1,376  1,409

資産除去債務 3,408  8,363

資産調整勘定 23,796  38,404

その他 11,181  22,290

繰延税金資産小計 262,723  339,978

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

（注）２
△163,071  △188,329

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △12,372  △64,967

評価性引当額小計（注）１ △175,444  △253,296

繰延税金資産合計 87,279  86,681

繰延税金負債との相殺 △33,125  △44,970

繰延税金資産の純額 54,153  41,711

繰延税金負債    

ソフトウエア △25,834  △23,138

資産除去債務に対応する資産 △2,425  △7,700

連結子会社の時価評価差額 △15,338  △14,131

繰延税金負債合計 △43,597  △44,970

繰延税金資産との相殺 33,125  44,970

繰延税金負債の純額 △10,472  －

（注）１．評価性引当額が91,313千円増加しております。この増加の主な要因は、投資有価証券評価損およ

び税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の増加によるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2023年11月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※１）
- - - - - 205,812 205,812

評価性引当額 - - - - - △163,071 △163,071

繰延税金資産 - - - - - 42,740
（※２）

42,740

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※２）税務上の繰越欠損金205,812千円について、繰延税金資産42,740千円を計上しております。当該繰延税

金資産は将来の課税所得の見込みにより、回収可能と判断しております。
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当連結会計年度（2024年11月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※１）
- - - - - 215,452 215,452

評価性引当額 - - - - - △188,329 △188,329

繰延税金資産 - - - - - 27,123
（※２）

27,123

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※２）税務上の繰越欠損金215,452千円について、繰延税金資産27,123千円を計上しております。当該繰延税

金資産は将来の課税所得の見込みにより、回収可能と判断しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
 

当連結会計年度
（2024年11月30日）

法定実効税率 30.58%  30.58%

（調整）    

評価性引当額の増減 △24.78  53.47

連結子会社との税率差異 0.84  7.04

賃上げ促進税制による税額控除 △1.91  △7.59

住民税均等割 1.73  7.54

株式報酬費用 2.37  5.55

新株予約権戻入益 －  △2.89

法人税等の繰戻還付による影響 △0.88  －

過年度法人税等 △0.91  1.16

のれん償却費 －  2.50

その他 0.72  △1.06

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.75  96.30

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

 77/108



（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

    （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
HR事業

事業再生
・成長支援

計

人材紹介サービス 967,743 － 967,743 967,743

求人広告サービス 407,292 － 407,292 407,292

スカウトサービス 368,450 － 368,450 368,450

採用総合支援サービス 144,147 － 144,147 144,147

その他 19,567 － 19,567 19,567

ホタテ・ホッケ・サバ

等の冷凍加工業
－ 757,853 757,853 757,853

顧客との契約から生じ

る収益
1,907,200 757,853 2,665,054 2,665,054

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 1,907,200 757,853 2,665,054 2,665,054

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

    （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
HR事業

事業再生
・成長支援

計

人材紹介サービス 1,067,617 － 1,067,617 1,067,617

求人広告サービス 357,382 － 357,382 357,382

スカウトサービス 347,378 － 347,378 347,378

採用総合支援サービス 149,800 － 149,800 149,800

その他 140,857 － 140,857 140,857

ホタテ・ホッケ・サバ

等の冷凍加工業
－ 1,213,649 1,213,649 1,213,649

顧客との契約から生じ

る収益
2,063,036 1,213,649 3,276,685 3,276,685

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 2,063,036 1,213,649 3,276,685 3,276,685

 

２．収益を理解するための基礎となる情報

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項）（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当連結

会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額お

よび時期に関する情報

(1）契約負債の残高等

 前連結会計年度（千円） 当連結会計年度（千円）

契約負債（期首残高） 108,982 121,622

契約負債（期末残高） 121,622 88,177

契約負債は、主に、契約に基づき受託した業務（サービス）の履行に先立って顧客から受領した対価に

関連するものであり、契約に基づき履行した時点で収益に振替えられます。

前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、108,982千

円であります。なお、前連結会計年度末において、契約負債の残高に重要な変動はありません。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、121,622千

円であります。なお、当連結会計年度末において、契約負債の残高に重要な変動はありません。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、最高意思決定機関である取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を

行う対象となっているものであります。

当社グループの事業は、飲食業界におけるHR事業及び事業再生を目的とした事業を展開しており、「HR

事業」及び「事業再生・成長支援」の２つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2022年12月１日 至 2023年11月30日）

    （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額

HR事業
事業再生・
成長支援

売上高      

外部顧客への売上高 1,907,200 757,853 2,665,054 － 2,665,054

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 20 20 △20 －

計 1,907,200 757,873 2,665,074 △20 2,665,054

セグメント利益 213,785 58,643 272,428 18,000 290,428

セグメント資産 3,173,071 583,927 3,756,999 △315,459 3,441,539

（注）１．セグメント利益の調整額18,000千円の主な内容は、セグメント間の取引高相殺消去に係るものであり

ます。

２．セグメント資産の調整額△315,459千円の主な内容は、投資と資本の相殺消去、セグメント間の債権

債務相殺消去に係るものであります。
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当連結会計年度（自 2023年12月１日 至 2024年11月30日）

    （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額

HR事業
事業再生・
成長支援

売上高      

外部顧客への売上高 2,063,036 1,213,649 3,276,685 － 3,276,685

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,890 － 1,890 △1,890 －

計 2,064,926 1,213,649 3,278,575 △1,890 3,276,685

セグメント利益 1,915 69,605 71,520 21,900 93,420

セグメント資産 3,362,823 935,916 4,298,739 △541,184 3,757,554

（注）１．セグメント利益の調整額21,900千円の主な内容は、セグメント間の取引高相殺消去に係るものであり

ます。

２．セグメント資産の調整額△541,184千円の主な内容は、投資と資本の相殺消去、セグメント間の債権

債務相殺消去に係るものであります。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2022年12月１日 至　2023年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が全セグメントの売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、全セグメントの売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日 至　2024年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が全セグメントの売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、全セグメントの売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年12月１日 至　2023年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日 至　2024年11月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年12月１日 至　2023年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日 至　2024年11月30日）

 HR事業 事業再生・成長支援 連結財務諸表計上額

当期償却額 5,594 － 5,594

当期末残高 47,555 － 47,555

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年12月１日 至　2023年11月30日）

当社がCAST株式会社からの事業譲受を実施したことにより、「HR事業」において、負ののれん発生益2,264千

円を計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント利益には含まれておりません。

 

当連結会計年度（自　2023年12月１日 至　2024年11月30日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　該当事項はありません。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

非連結
子会社

ワールドイ
ンワーカー
㈱

東京都
渋谷区

5,000 人材紹介業
（所有）
 直接 100.0

役員の兼任 資金の貸付 120,000
短期
貸付金

120,000

 

　当連結会計年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

１株当たり純資産額 534.30円 519.06円

１株当たり当期純利益 96.84円 1.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 96.21円 0.99円

　（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

 
前連結会計年度

（自　2022年12月１日
至　2023年11月30日）

当連結会計年度
（自　2023年12月１日
至　2024年11月30日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 267,372 2,778

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

(千円)
267,372 2,778

普通株式の期中平均株式数（株） 2,760,851 2,785,842

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 18,071 11,027

（うち新株予約権(株）) (18,071) (11,027)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

第2回　新株予約権　16,590株

第4回　新株予約権　60,500株

第5回　新株予約権　 2,500株

第4回　新株予約権　58,000株

第5回　新株予約権　 2,500株

第6回　新株予約権　24,500株

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

 83/108



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 392,750 225,000 0.44 －

１年以内に返済予定の長期借入金 137,436 288,164 1.32 －

１年以内に返済予定のリース債務 3,233 3,516 8.08 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 897,519 1,232,185 1.33 2025年～2036年

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 13,693 10,176 8.08 2025年～2028年

合計 1,444,632 1,759,042 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）

の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 294,011 288,164 246,519 129,691

リース債務 3,820 4,149 2,206 －

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 899,065 1,708,178 2,568,612 3,276,685

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
93,182 111,713 107,157 75,061

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
65,190 81,646 54,794 2,778

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
23.42 29.32 19.67 1.00

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)

（円）

23.42 5.91 △9.64 △18.66
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2023年11月30日）
当事業年度

（2024年11月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,904,252 1,943,865

売掛金 155,696 133,332

未収入金 ※１ 30,644 ※１ 5,479

関係会社短期貸付金 395,570 422,763

前払費用 21,979 29,486

その他 ※１ 1,024 1,178

貸倒引当金 △1,280 △2,766

流動資産合計 2,507,886 2,533,339

固定資産   

有形固定資産   

建物 27,934 69,933

工具、器具及び備品 5,711 17,803

リース資産 15,182 11,808

有形固定資産合計 48,828 99,545

無形固定資産   

商標権 1,213 1,083

ソフトウエア 98,394 369,877

ソフトウエア仮勘定 205,924 46,820

無形固定資産合計 305,531 417,781

投資その他の資産   

関係会社株式 131,659 207,641

投資有価証券 99,980 0

敷金 25,020 65,890

長期前払金 － 4,950

繰延税金資産 54,153 36,323

その他 10 10

投資その他の資産合計 310,823 314,815

固定資産合計 665,184 832,142

資産合計 3,173,071 3,365,482
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2023年11月30日）
当事業年度

（2024年11月30日）

負債の部   

流動負債   

未払金 91,746 74,757

未払費用 71,022 105,415

短期借入金 ※２ 392,750 ※２ 225,000

１年内返済予定の長期借入金 137,436 288,164

未払法人税等 26,381 3,710

未払消費税等 5,246 24,871

契約負債 121,622 87,599

預り金 9,733 17,612

リース債務 3,233 3,516

賞与引当金 38,613 40,191

返金負債 4,502 4,540

流動負債合計 902,289 875,381

固定負債   

長期借入金 897,519 1,232,185

資産除去債務 11,146 27,349

リース債務 13,693 10,176

固定負債合計 922,358 1,269,710

負債合計 1,824,648 2,145,091

純資産の部   

株主資本   

資本金 760,463 762,273

資本剰余金   

資本準備金 753,463 755,273

資本剰余金合計 753,463 755,273

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △204,841 △343,019

利益剰余金合計 △204,841 △343,019

自己株式 △273 △273

株主資本合計 1,308,812 1,174,253

新株予約権 39,611 46,136

純資産合計 1,348,423 1,220,390

負債純資産合計 3,173,071 3,365,482
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　2022年12月１日
　至　2023年11月30日)

 当事業年度
(自　2023年12月１日
　至　2024年11月30日)

売上高 1,907,200 1,960,148

売上原価 29,412 15,392

売上総利益 1,877,788 1,944,756

販売費及び一般管理費 ※１,※４ 1,664,002 ※１,※４ 1,924,889

営業利益 213,785 19,867

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※４ 2,418 ※４ 4,516

経営指導料 ※４ 24,000 ※４ 22,350

利子補給金 ※２ 5,000 ※２ 3,600

還付加算金 2,797 －

キャッシュバック収入 － 1,860

その他 2,401 830

営業外収益合計 36,618 33,158

営業外費用   

支払利息 16,682 21,256

その他 385 150

営業外費用合計 17,068 21,406

経常利益 233,335 31,618

特別利益   

負ののれん発生益 2,264 －

新株予約権戻入益 － 7,100

固定資産売却益 － 203

特別利益合計 2,264 7,303

特別損失   

貸倒損失 － ※３ 44,018

固定資産除却損 309 5,136

投資有価証券評価損 － 99,980

特別損失合計 309 149,134

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 235,290 △110,211

法人税、住民税及び事業税 28,412 10,136

法人税等調整額 △30,173 17,830

法人税等合計 △1,761 27,966

当期純利益又は当期純損失（△） 237,052 △138,178
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 744,143 737,143 737,143 △441,894 △441,894 △230 1,039,161

当期変動額        

新株の発行（新株
予約権の行使）

16,320 16,320 16,320    32,640

当期純利益    237,052 237,052  237,052

自己株式の取得      △42 △42

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

       

当期変動額合計 16,320 16,320 16,320 237,052 237,052 △42 269,650

当期末残高 760,463 753,463 753,463 △204,841 △204,841 △273 1,308,812

 

   

 
新株予約権 純資産合計

当期首残高 17,182 1,056,343

当期変動額   

新株の発行（新株
予約権の行使）

 32,640

当期純利益  237,052

自己株式の取得  △42

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

22,428 22,428

当期変動額合計 22,428 292,079

当期末残高 39,611 1,348,423
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当事業年度（自　2023年12月１日　至　2024年11月30日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 760,463 753,463 753,463 △204,841 △204,841 △273 1,308,812

当期変動額        

新株の発行（新株
予約権の行使）

1,809 1,809 1,809    3,619

当期純損失（△）    △138,178 △138,178  △138,178

自己株式の取得       －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

       

当期変動額合計 1,809 1,809 1,809 △138,178 △138,178 － △134,558

当期末残高 762,273 755,273 755,273 △343,019 △343,019 △273 1,174,253

 

   

 
新株予約権 純資産合計

当期首残高 39,611 1,348,423

当期変動額   

新株の発行（新株
予約権の行使）

 3,619

当期純損失（△）  △138,178

自己株式の取得  －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

6,525 6,525

当期変動額合計 6,525 △128,033

当期末残高 46,136 1,220,390
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下になります。

建物　　　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　　　４～10年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は以下になります。

商標権　　　　　　　　　　10年

自社利用のソフトウエア　　社内における利用期間（５年～10年）

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま

す。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点は以下のとおりです。

 

(1）人材紹介サービス

顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が求人企業に入社した時点で収益を

認識しております。なお、顧客から受け取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収

益の額として、売上高に返金実績率を乗じた額を返金負債に計上しております。

 

(2）求人広告サービス

主として顧客である求人企業に対して、当社が運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供してお

り、掲載開始時点で収益を認識しております。一部プランについては、契約期間に応じて収益を認識して

おります。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。
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(3）スカウトサービス

主として顧客である求人企業に対して、当社が運営するスカウトサービスを利用できる権利を顧客企業

に提供しており、サイトの利用開始時点から契約期間に応じて収益を認識しております。また、付随する

オプションについては付与時もしくは利用開始時に収益を認識しております。なお、サービス提供前に顧

客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

 

(4）採用総合支援サービス

主として顧客である求人企業に対して、採用戦略の立案から人材採用に至るまでの各種サービス（既存

の人材紹介サービス、求人広告サービス、スカウトサービスを組み合わせた採用支援及び採用業務代行、

関連する採用コンテンツの制作等）を総合的に提供しており、契約期間に応じて収益を認識しておりま

す。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

 

（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 （単位：千円）
 

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 54,153 36,323

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1）の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）（クックビズ株式会社の

繰延税金資産の回収可能性）　(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内

容と同一であります。

 

（関係会社株式（ワールドインワーカー株式）の評価）

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

関係会社株式　80,981千円

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　関係会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して作成した当社の関係会社の財務諸表を基礎として関係会社株式の実質価額を算

定しており、財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合は、回復可能性が十分な証拠によっ

て裏付けられる場合を除いて、相当の減額処理をしております。

②主要な仮定

　関係会社株式（ワールドインワーカー株式）の実質価額の算定においては、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して作成されたワールドインワーカー株式会社の財務諸表を基礎としてお

り、当該実質価額はワールドインワーカー株式会社が保有するのれんを含む固定資産の減損の要否によ

って重要な影響を受けます。なお、ワールドインワーカー株式会社が保有するのれんを含む固定資産の

減損の検討における主要な仮定は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）（ワールドイン

ワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否）」の内容と同一であります。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

　ワールドインワーカー株式会社の財務諸表を基礎として算定された実質価額が著しく低下した場合に

は、翌事業年度の財務諸表において重要な影響を与える可能性があります。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 　前事業年度
（自　2022年12月１日

　　至　2023年11月30日）

　当事業年度
（自　2023年12月１日

　　至　2024年11月30日）

短期金銭債権 2,224千円 1,927千円

短期金銭債務 14千円 －千円

 

※２　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結しております。

　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2022年12月１日
　　至　2023年11月30日）

　当事業年度
（自　2023年12月１日

　　至　2024年11月30日）

当座貸越契約の総額 442,000千円 350,000千円

借入実行残高 342,750千円 225,000千円

差引額 99,250千円 125,000千円

 

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度32.9％、当事業年度25.8％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度67.1％、当事業年度74.2％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2022年12月１日
　　至　2023年11月30日）

　当事業年度
（自　2023年12月１日

　　至　2024年11月30日）

広告宣伝費 334,171千円 372,105千円

給料手当 508,087 638,413

賞与引当金繰入額 75,282 82,483

減価償却費 14,434 64,506

業務委託費 205,372 165,949

 

※２　利子補給金は、金融機関から利子補給制度を含めた借入を行ったことにより発生したものであります。

 

※３　当社連結子会社であるワールドインワーカー株式会社に対する債権に係るものであります。

 

※４　関係会社との取引高

 　前事業年度
（自　2022年12月１日

　　至　2023年11月30日）

　当事業年度
（自　2023年12月１日

　　至　2024年11月30日）

営業取引による取引高   

販売費及び一般管理費 2,868千円 356千円

出向者負担金の受入額 -千円 12,961千円

営業取引以外の取引による取引高 26,398千円 26,706千円
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（有価証券関係）

前事業年度（2023年11月30日）

子会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式 131,659千円）は、市場価格のない株式等のため、子会社株式

の時価を記載しておりません。

 

当事業年度（2024年11月30日）

子会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式 207,641千円）は、市場価格のない株式等のため、子会社株式

の時価を記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年11月30日）
 

当事業年度
（2024年11月30日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 205,812千円  199,086千円

貸倒損失 －  13,460

投資有価証券評価損 －  30,574

賞与引当金 11,808  12,290

減損損失 2,628  1,644

返金負債 1,376  1,388

資産除去債務 3,408  8,363

資産調整勘定 23,796  18,604

その他 9,027  12,866

繰延税金資産小計 257,857  298,279

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △163,071  △171,963

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △12,372  △59,153

評価性引当額小計 △175,444  △231,116

繰延税金資産合計 82,413  67,162

繰延税金負債との相殺 △28,259  △30,839

繰延税金資産の純額 54,153  36,323

繰延税金負債    

ソフトウエア △25,834  △23,138

資産除去債務に対応する資産 △2,425  △7,700

繰延税金負債合計 △28,259  △30,839

繰延税金資産との相殺 28,259  30,839

繰延税金負債の純額 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年11月30日）
 

当事業年度
（2024年11月30日）

法定実効税率 30.58%  税引前当期純損失を計上

しているため記載を省略

しております。

（調整）   

評価性引当額の増減 △30.52  

賃上げ促進税制による税額控除 △2.35   

住民税均等割 2.02   

株式報酬費用 2.92   

法人税等の繰戻還付による影響 △1.09   

過年度法人税等 △1.12   

その他 △1.18   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.75   
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表

等　（１）連結財務諸表　注記事項（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区　分
資産の
種　類

当期首
残　高
（千円）

当　期
増加額
（千円）

当　期
減少額
（千円）

当　期
償却額
（千円）

当期末
残　高
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

有形
固定資産

建物 27,934 52,258 5,168 5,090 69,933 16,208

工具、器具及び備品 5,711 15,720 46 3,582 17,803 10,717

リース資産 15,182 － － 3,373 11,808 5,060

計 48,828 67,978 5,215 12,046 99,545 31,986

無形
固定資産

商標権 1,213 － － 130 1,083 －

ソフトウエア 98,394 324,596 － 53,113 369,877 －

ソフトウエア仮勘定 205,924 105,455 264,558 － 46,820 －

計 305,531 430,051 264,558 53,243 417,781 －

　（注）１．当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 東京オフィス、名古屋オフィス移転に伴う増加 47,867千円

ソフトウエア 基幹システム等の増加 324,596千円

ソフトウエア仮勘定 基幹システム等の増加 105,455千円

２．当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 主に名古屋オフィス移転等に伴う除却 3,165千円

ソフトウエア仮勘定 ソフトウエアへの振替 264,558千円

 

【引当金明細表】

科　　目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 1,280 2,766 1,280 2,766

賞与引当金 38,613 40,191 38,613 40,191

　（注）貸倒引当金の当期減少額は、主に一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年12月１日から11月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末日から３か月以内

基準日 毎年11月30日

剰余金の配当の基準日
５月31日

11月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載を行います。

なお、公告掲載は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは以下

のとおりであります。

https://corp.cookbiz.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨定

款に定めております。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

 96/108



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度　第16期（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）　2024年２月27日近畿財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付資料

　2024年２月27日近畿財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

　事業年度　第17期第１四半期(自　2023年12月１日　至　2024年２月29日)　2024年４月12日近畿財務局長に提

出

　事業年度　第17期第２四半期(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)　2024年７月12日近畿財務局長に提

出

 

(4）臨時報告書

2024年２月27日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書

2024年７月30日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨

時報告

2024年12月11日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨

時報告
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2025年２月26日

クックビズ株式会社  

 取締役会　御中 

 

 太陽有限責任監査法人  

 　大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 古田　賢司　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 花輪　大資　　㊞

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるクックビズ株式会社の2023年12月１日から2024年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クッ

クビズ株式会社及び連結子会社の2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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クックビズ株式会社の繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（重要な会計上の見積り）（クックビズ

株式会社の繰延税金資産の回収可能性）に記載されてい

るとおり、会社は、当連結会計年度の連結貸借対照表に

繰延税金資産41,711千円を計上している。このうち

36,323千円はクックビズ株式会社（以下、会社とい

う。）が計上する繰延税金資産である。

会社は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第26号）に定める企業の分

類を検討し、翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積

額に基づいて、翌期の一時差異等のスケジューリングの

結果、繰延税金資産を見積っている。

翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積額は翌期の

事業計画を基礎としている。当該事業計画にはHR事業に

おける将来の紹介数等の重要な仮定が含まれ、当該重要

な仮定は外食産業における求人倍率や消費経済活動等の

市場の動向を勘案して設定されるため、不確実性があ

り、経営者による判断を伴う。

以上より、当監査法人は、クックビズ株式会社の繰延

税金資産の回収可能性が監査上の主要な検討事項に該当

するものと判断した。

 

当監査法人は、クックビズ株式会社の繰延税金資産の

回収可能性を検討するに当たり、主として以下の監査手

続を実施した。

・　繰延税金資産の回収可能性の判断に関する内部統制

の整備及び運用状況の有効性を評価した。

・　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に

基づく企業の分類について、収益力に基づく一時差異

等加減算前課税所得の見積額及び過去の税務上の欠損

金の発生状況等に照らして、その妥当性を確かめた。

・　翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積りの基礎

となっている事業計画について、主として以下の監査

手続を実施した。

－　経営者の事業計画策定プロセスの有効性を評価する

ため、過年度の事業計画と実績を比較した。

－　事業計画に含まれる重要な仮定である将来の紹介数

等について、経営者等と討議するとともに、外食産業

における求人倍率や消費経済活動等の市場の動向につ

いて、直近の利用可能な外部情報との整合性を確かめ

た。

－　事業計画に含まれる新規投資に関連して発生が見込

まれている損益について、取締役会で承認された投資

計画と照合した。
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ワールドインワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（重要な会計上の見積り）（ワールドイ

ンワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減損損失

の認識の要否）に記載されているとおり、会社は、当連

結会計年度の連結貸借対照表に2023年３月１日に取得し

た連結子会社であるワールドインワーカー株式会社のの

れん47,555千円、有形固定資産3,439千円を計上してい

る。

会社は、ワールドインワーカー株式会社を１つの資産

グループとし、同社は継続的に営業損益がマイナスと

なっていることから、当該資産グループに減損の兆候が

あると判断している。

当連結会計年度において、会社は、ワールドインワー

カー株式会社の将来の事業計画を基礎として算定した割

引前将来キャッシュ・フローの総額とワールドインワー

カー株式会社の固定資産の帳簿価額にのれんの帳簿価額

を加えた金額を比較した結果、当該割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が上回るため、減損損失の認識は不

要と判断している。

　ワールドインワーカー株式会社は、主に求人企業に対

して特定技能外国人の人材紹介や登録支援業務を行って

いることから、減損損失の認識の判定において利用する

割引前将来キャッシュ・フローにおける重要な仮定は、

事業計画におけるワールドインワーカー株式会社の顧客

への紹介者の入社人数見込みである。当該仮定は、ワー

ルドインワーカー株式会社が取り扱う特定技能制度の運

用に関連する市場環境の変化による影響を受けるため、

不確実性があり、経営者による判断を伴う。

以上より、当監査法人はワールドインワーカー株式会

社ののれんを含む固定資産の減損が監査上の主要な検討

事項に該当するものと判断した。

 

当監査法人は、ワールドインワーカー株式会社ののれ

んを含む固定資産の減損の検討をするに当たり、主とし

て以下の監査手続を実施した。

・　割引前将来キャッシュ・フローの算定及び減損損失

の認識の判定の承認に関する内部統制の整備及び運用

状況の有効性を評価した。

・　減損損失の認識の判定に用いられた割引前将来

キャッシュ・フローの基礎となる事業計画について、

以下の手続を実施した。

－　経営者による事業計画策定プロセスの有効性を評価

するため、過年度の事業計画と実績を比較した。

－　経営者によって承認された事業計画との整合性を確

かめた。

－　事業計画の基礎データとなる関連資料との照合及び

再計算を実施した。

－　事業計画における重要な仮定である顧客への紹介者

の入社人数見込みの合理性について、経営者及びワー

ルドインワーカー株式会社の管理責任者等への質問を

するとともに、過去実績との比較や市場環境を反映し

た見込みとなっているかどうかを比較可能な外部情報

と照合して確かめた。

・　事業計画を基礎として算定した割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額について、再計算を実施し、帳簿価

額との比較が適切に実施されていることを確かめた。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、クックビズ株式会社の2024年

11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、クックビズ株式会社が2024年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

103/108



内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

104/108



 

 独立監査人の監査報告書  

 

 2025年２月26日

クックビズ株式会社  

 取締役会　御中 

 

 太陽有限責任監査法人  

 　大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 古田　賢司　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 花輪　大資　　㊞

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるクックビズ株式会社の2023年12月１日から2024年11月30日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クックビ

ズ株式会社の2024年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 
 

繰延税金資産の回収可能性

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(クックビズ株式会社の繰延税金資産の回収可

能性)と同一内容であるため、記載を省略している。
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関係会社株式（ワールドインワーカー株式）の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、当事業年度末における貸借対照表に関係会社

株式を207,641千円計上しており、これには、ワールドイ

ンワーカー株式80,981千円が含まれている。

注記事項（重要な会計上の見積り）（関係会社株式

（ワールドインワーカー株式）の評価）に記載のとお

り、関係会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額と

するが、関係会社の財政状態の悪化により実質価額が著

しく低下した場合は、回復可能性が十分な証拠によって

裏付けられる場合を除いて、相当の減額処理を行うこと

としている。

ワールドインワーカー株式の実質価額の算定において

は、ワールドインワーカー株式会社ののれんを含む固定

資産の減損の検討結果が重要な影響を及ぼす。ワールド

インワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減損の

検討における重要な仮定は、連結財務諸表の監査報告書

における監査上の主要な検討事項「ワールドインワー

カー株式会社ののれんを含む固定資産の減損」に記載の

とおりであり、当該仮定には不確実性があり、経営者に

よる判断を伴う。

以上より、当監査法人は、関係会社株式（ワールドイ

ンワーカー株式）の評価が監査上の主要な検討事項に該

当するものと判断した。

当監査法人は、関係会社株式（ワールドインワーカー

株式）の評価を検討するに当たり、主として以下の監査

手続を実施した。

・　実質価額の算定に使用するワールドインワーカー株

式会社の財務数値について、全般的な分析を実施して

財務数値の妥当性を検討し、実質価額と取得原価を比

較した。

・　ワールドインワーカー株式会社ののれんを含む固定

資産の減損の要否を検討するため、連結財務諸表の監

査報告書における監査上の主要な検討事項「ワールド

インワーカー株式会社ののれんを含む固定資産の減

損」に記載した手続を実施した。

 

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

 

EDINET提出書類

クックビズ株式会社(E33515)

有価証券報告書

107/108



・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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